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本コンソーシアムで実施した会合の一覧を表に示す。

本コンソーシアムで実施した会合一覧
日付 内容 場所

2010年8月31日 第1回企画委員会 秋葉原事業所
2010年10月5日 第2回企画委員会 東京本部
2010年10月28日 第3回企画委員会 東京本部
2010年12月16日 公募説明会 学士会館
2010年12月17日 公募説明会 鳥栖市公民館
2011年3月7日 A会員活動方針事前打合せ つくばセンター
2011年4月12日 第I期・第II期臨時合同運営委員会 関西センター
2011年4月28日 A会員コアテーマ研究会 臨海副都心センター
2011年5月20日 A会員コアテーマ研究会 大島ビル5階会議室
2011年5月23日 第1回運営委員会 臨海副都心センター
2011年6月1日 A会員コアテーマ研究会 九州センター

2011年6月13日
第II期高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシアム発足式、平成23年度第1回技術交流会
記念講演 「太陽光発電の最新市場動向」
株式会社資源総合システム 一木 修

東京国際交流館

2011年7月8日 A会員コアテーマ研究会 大島ビル5階会議室
2011年7月25日 協力機関発表会 つくばセンター

2011年8月18日
A会員コアテーマ研究会
特別講演「北杜メガソーラプロジェクトにおける各種太陽電池モジュールとシステムの性能評価」
国立大学法人東京工業大学 植田 譲

九州センター

2011年9月27日 A会員コアテーマ研究会 大島ビル5階会議室

2011年10月17日

平成23年度第2回技術交流会
特別講演「CIS 系太陽電池の長期信頼性」
ソーラーフロンティア株式会社 新本 哲也
特別講演「メガソーラープロジェクト北杜サイトにおけるPV評価状況」
株式会社NTTファシリティーズ 高木 晋也
講演「長期曝露モジュールの解析調査」
日立化成工業株式会社 清水 成宜　株式会社東レリサーチセンター 松田 景子
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2011年10月31日 A会員コアテーマ研究会 九州センター

2011年12月15日
A会員コアテーマ研究会
講演「X 線観察装置による太陽電池モジュール評価」
オリックス・レンテック株式会社、西川計測株式会社、株式会社コアーズ

大島ビル5階会議室

2011年12月28日 第1回運営委員会幹事会 大島ビル5階会議室

2012年1月13日

平成23年度第3回技術交流会
特別講演「長期曝露薄膜シリコンモジュールの信頼性評価技術」
株式会社カネカ 中島 昭彦
特別講演「太陽電池モジュールの長寿命化の取り組みとあるべき姿」
日清紡ホールディングス株式会社 仲濱 秀斉
講演「セル反り測定／セル裏面抵抗可視化 太陽電池モジュール及びセルの新しい評価方法」
レーザーテック株式会社 米澤 良
講演「PVモジュールの新規信頼性試験方法の開発 ～電流・電圧サイクリック試験の紹介～」
独立行政法人産業技術総合研究所 土井 卓也

九州センター

2012年1月23日 第2回運営委員会幹事会 大島ビル5階会議室
2012年1月26日 第2回運営委員会 大島ビル5階会議室
2012年1月26日 A会員コアテーマ研究会 大島ビル5階会議室
2012年2月16日 第1回B会員定期会合 つくばセンター
2012年2月20日 太陽電池モジュール信頼性に関する合同研究会（平成23年度第4回技術交流会） 和多屋別荘

2012年2月21日
太陽電池モジュール信頼性に関する合同研究会（平成23年度第4回技術交流会）
（21日午後、九州センターで見学会）

和多屋別荘
九州センター

2012年3月7日

A会員コアテーマ研究会
特別講演「壷坂寺太陽電池モジュール評価報告」
信越化学工業株式会社 伊藤 厚雄、金 亨培、降籏 智欣、大和田 寛人、山川 直樹、柳沼 篤
国立大学法人岐阜大学、独立行政法人産業技術総合研究所 阪本 貞夫

大島ビル5階会議室

2012年4月12日 A会員コアテーマ研究会 関西センター
2012年4月20日 第2回B会員定期会合 つくばセンター
2012年5月22日 A会員コアテーマ研究会 大島ビル5階会議室
2012年6月21日 A会員コアテーマ研究会 大島ビル5階会議室

2012年6月25日

平成24年度第1回技術交流会
特別講演「太陽電池モジュール認証試験について」
テュフ ラインランド ジャパン株式会社　岩谷 彰之
講演「シリコーン系封止材の特長と太陽電池モジュール応用」
東レ・ダウコーニング株式会社　須藤 学
講演「長期暴露モジュールに関して」
一般財団法人電気安全環境研究所　加藤 宏

UDX　NEXT-1

2012年6月26日 第3回B会員定期会合 つくばセンター
2012年7月18日 A会員コアテーマ研究会 大島ビル5階会議室
2012年8月29日 A会員コアテーマ研究会 八重洲スペースTOKU
2012年8月30日 第4回B会員定期会合 つくばセンター
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日付 内容 場所

2012年9月20日

平成24年度第2回技術交流会
特別講演「結晶系太陽電池における封止材、バックフィルム」
三菱電機株式会社 柳浦 聡
特別講演「EVA封止材の長期信頼性 －黄変を中心に－」
三井化学株式会社 塩田 剛史
特別講演「EVA封止材の電気特性 PIDを含む」
サンビック株式会社 瀬川 正志

八重洲博多ビル
ホールA

2012年9月24日 A会員コアテーマ研究会 大島ビル5階会議室
2012年10月30日 A会員コアテーマ研究会 大島ビル5階会議室

2012年12月4日 A会員コアテーマ研究会
東京八重洲ホール
2階201会議室

2012年12月13日 中間成果報告会
東京国際交流館プラザ
平成

2012年12月13日 第3回運営委員会
東京国際交流館プラザ
平成

2012年12月14日

平成24年度第3回技術交流会
特別講演「シリコン系太陽電池モジュールの10 年間の発電挙動推移」
立命館大学 峯元 高志
特別講演「バックシートの実曝露現象から見た加速試験の現状と目指すべき方向」
デュポン株式会社 青木 倫子
特別講演「水蒸気バリア性評価の現状と国際標準化」
明治大学 永井 一清

UDX　NEXT-1

2013年1月8日 A会員コアテーマ研究会 大島ビル5階会議室

2013年2月8日 A会員コアテーマ研究会
東京八重洲ホール
3階301会議室

2013年2月14日～
2013年2月15日

四事業合同研究会（平成24年度第4回技術交流会）
東京国立博物館内
平成館

2013年3月18日 A会員コアテーマ研究会
JR博多シティ会議室
10階大会議室A,B

2013年4月17日 A会員コアテーマ研究会
東京八重洲ホール
6階612会議室

2013年5月8日 第5回B会員定期会合 つくばセンター

2013年5月29日 A会員コアテーマ研究会
東京八重洲ホール
2階201会議室

2013年6月14日

平成25年度第1回技術交流会
特別講演「太陽光発電システムの品質とは何か？」
独立行政法人産業技術総合研究所 加藤 和彦
特別講演「材料視点で見た太陽電池用封止材の耐久性について」
株式会社ブリヂストン 滝澤 俊樹

UDX　NEXT-1

2013年7月8日 第6回B会員定期会合 つくばセンター

2013年7月9日 A会員コアテーマ研究会
東京八重洲ホール
3階301会議室

2013年8月5日 A会員コアテーマ研究会
JR品川イーストビル
会議室5C

2013年8月20日 第7回B会員定期会合 つくばセンター

2013年9月9日

平成25年度第2回技術交流会
特別講演「太陽光発電の産業動向 -規模の経済性から差別化の時代へ-」
株式会社資源総合システム 貝塚 泉
講演「LBIC 装置による太陽電池モジュール欠陥評価方法」
株式会社エヌ・ピー・シー 吉野 征治
講演「LBIC セルクラック検出の事例紹介」
エスペック株式会社 棚橋 紀悟
講演「産総研における高信頼性太陽電池モジュールの開発と評価：PID を中心とする最近の成果」
独立行政法人産業技術総合研究所 原 浩二郎

JR 博多シティ会議室
9 階会議室1

2013年9月10日 A会員コアテーマ研究会 九州センター
2013年10月17日 A会員コアテーマ研究会 アーク森ビル　A会議

2013年11月11日 A会員コアテーマ研究会
東京八重洲ホール
9階901室

2013年12月4日

平成25年度第3回技術交流会
特別講演「結晶シリコン太陽電池モジュールの信頼性に与えるAg電極ペーストとTAB線の影響」
大研化学製造販売株式会社　渡辺 静晴
特別講演「高分子フィルムの物質透過特性と金属防食」
国立大学法人東京大学　瓦家 正英
特別講演「フレキシブル太陽電池の複合加速試験について」
富士電機株式会社　高野 章弘
特別講演「PIDモジュールの解体評価」
株式会社東レリサーチセンター　須田 泰市

UDX　Conference(A+B)

2013年12月25日 A会員コアテーマ研究会
東京八重洲ホール
9階901室

2014年2月3日 A会員コアテーマ研究会 アーク森ビル　B会議
2014年2月6日～
2014年2月7日

四事業合同研究会（平成25年度第4回技術交流会）
東京国立博物館内
平成館

2014年3月5日 最終成果報告会 イイノホール

2014年3月25日 A会員コアテーマ研究会
JR品川イーストビル
会議室5B
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題
と

動
向

エ
ス

ペ
ッ

ク
信

頼
性

セ
ミ

ナ
ー

2
0
1
1

大
阪

愛
知

東
京

2
0
1
1

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
1
/
1
1
/
1
8

2
0
1
1
/
1
1
/
2
1

2
0
1
1
/
1
2
/
8

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社

1
6

報
道

報
道

内
容

：
特

集
 産

業
再

創
造

へ
の

道
 ～

太
陽

光
発

電
の

未
来

を
拓

く
 先

端
技

術
が

挑
む

「
高

効
率

・
低

コ
ス

ト
・
高

信
頼

」
　

高
品

質
証

明
へ

、
試

験
・
評

価
の

精
度

高
め

る

日
経

産
業

新
聞

2
0
1
1

2
0
1
1
/
1
1
/
2
8

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

1
7

講
演

O
b
se

rv
in

g 
m

in
i 
P

V
 m

o
d
u
le

 d
e
te

ri
o
ra

ti
o
n

th
ro

u
gh

 s
u
c
c
e
ss

iv
e
 d

am
p
 h

e
at

 t
e
st

in
g 

an
d

th
e
rm

al
 c

yc
le

 t
e
st

in
g 

p
ro

c
e
d
u
re

2
1
st

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
S
c
ie

n
c
e
 a

n
d
 E

n
gi

n
e
e
ri
n
g

C
o
n
fe

re
n
c
e

福
岡

2
0
1
1

荒
井

 崇
米

多
比

 隆
平

田
中

 路
子

網
岡

 孝
夫

寺
田

 幹
廣

田
 草

人
2
0
1
1
/
1
1
/
2
9

東
レ

株
式

会
社

1
8

講
演

In
tr

o
d
u
c
ti
o
n
 o

f 
p
as

si
va

ti
o
n
 f
ilm

 f
o
r 

T
C

O
p
ro

te
c
ti
o
n
 a

n
d
 o

p
ti
c
al

 t
ra

n
sm

is
si

o
n

im
p
ro

ve
m

e
n
t 

o
n
 t

h
in

-
fi
lm

 P
V

 c
e
ll

2
1
st

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
S
c
ie

n
c
e
 a

n
d
 E

n
gi

n
e
e
ri
n
g

C
o
n
fe

re
n
c
e

福
岡

2
0
1
1

山
下

 雅
充

2
0
1
1
/
1
1
/
2
9

東
レ

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

株
式

会
社

1
9

講
演

S
tu

d
y 

o
f 
th

e
 d

e
gr

ad
at

io
n
 p

ro
c
e
ss

 f
o
r 

si
lic

o
n

p
h
o
to

vo
lt
ai

c
 m

o
d
u
le

2
1
st

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
S
c
ie

n
c
e
 a

n
d
 E

n
gi

n
e
e
ri
n
g

C
o
n
fe

re
n
c
e

福
岡

2
0
1
1

松
田

 景
子

渡
邉

 猛
坂

口
 晃

一
土

井
 卓

也
増

田
 淳

2
0
1
1
/
1
1
/
2
9

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

2
0

講
演

E
ar

ly
 f
ai

lu
re

 d
e
te

c
ti
o
n
 o

f 
in

te
rc

o
n
n
e
c
ti
o
n
 w

it
h

ra
p
id

 t
h
e
rm

al
-
c
yc

lin
g 

in
 p

h
o
to

vo
lt
ai

c
 m

o
d
u
le

s

2
1
st

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
S
c
ie

n
c
e
 a

n
d
 E

n
gi

n
e
e
ri
n
g

C
o
n
fe

re
n
c
e

福
岡

2
0
1
1

青
木

 雄
一

岡
本

 学
増

田
 淳

土
井

 卓
也

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
1
/
1
1
/
3
0

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

清
水

 成
宜

荒
井

 崇
佐

川
 友

彦
青

木
 雄

一
平

川
 琢

己
平

川
 宏

至

濱
本

 史
郎

阪
本

 貞
夫

土
井

 卓
也

増
田

 淳
山

道
 正

明

2
2

受
賞

S
tu

d
y 

o
f 
th

e
 d

e
gr

ad
at

io
n
 p

ro
c
e
ss

 f
o
r 

si
lic

o
n

p
h
o
to

vo
lt
ai

c
 m

o
d
u
le

2
1
st

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
S
c
ie

n
c
e
 a

n
d
 E

n
gi

n
e
e
ri
n
g

C
o
n
fe

re
n
c
e
 B

e
st

 P
ap

e
r 

A
w

ar
d

福
岡

2
0
1
1

松
田

 景
子

渡
邉

 猛
坂

口
 晃

一
土

井
 卓

也
増

田
 淳

2
0
1
1
/
1
2
/
2

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

2
3

講
演

太
陽

電
池

の
信

頼
性

評
価

装
置

の
開

発
P

V
J
ap

an
 2

0
1
1
 専

門
セ

ミ
ナ

ー
 セ

ッ
シ

ョ
ン

1
 高

信
頼

性
・
長

寿
命

千
葉

2
0
1
1

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
1
/
1
2
/
5

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社

2
4

講
演

太
陽

電
池

セ
ル

接
合

用
部

材
の

提
案

と
技

術
動

向
P

V
J
A

P
A

N
 2

0
1
1
 専

門
セ

ミ
ナ

ー
 セ

ッ
シ

ョ
ン

2
 材

料
・
部

材
千

葉
2
0
1
1

須
賀

 保
博

2
0
1
1
/
1
2
/
5

ソ
ニ

ー
ケ

ミ
カ

ル
&
イ

ン
フ

ォ
メ

ー
シ

ョ
ン

デ
バ

イ
ス

株
式

会
社

2
5

報
道

報
道

内
容

：
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
拓

く
　

第
2
部

　
太

陽
光

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

④
　

パ
ネ

ル
周

辺
部

材
、

革
新

の
波

　
広

が
る

裾
野

　
地

場
に

商
機

日
本

経
済

新
聞

2
0
1
1

2
0
1
1
/
1
2
/
2
3

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

2
6

取
材

記
事

取
材

内
容

：
十

見
百

聞
 普

及
す

る
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
信

頼
性

評
価

技
術

の
確

立
に

向
け

て
－

実
用

サ
イ

ズ
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

に
対

応
可

能
な

国
内

唯
一

の
試

作
・
評

価
拠

点
－

電
気

学
会

誌
1
3
2

1
4
-
7

2
0
1
2

増
田

 淳
2
0
1
2
/
1
/
1

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

2
7

展
示

ア
ク

リ
ル

樹
脂

を
使

用
し

た
モ

ジ
ュ

ー
ル

先
端

電
子

材
料

E
X
P

O
～

マ
テ

リ
ア

ル
ジ

ャ
パ

ン
東

京
2
0
1
2

加
治

佐
 平

宮
内

 陽
子

2
0
1
2
/
1
/
1
8
-
1
/
2
0

三
菱

レ
イ

ヨ
ン

株
式

会
社

発
表

者

2
1

講
演

F
ai

lu
re

 a
ss

e
ss

m
e
n
ts

 f
o
r 

o
u
ts

id
e
-
e
xp

o
se

d
p
h
o
to

vo
lt
ai

c
 m

o
d
u
le

s

2
1
st

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
S
c
ie

n
c
e
 a

n
d
 E

n
gi

n
e
e
ri
n
g

C
o
n
fe

re
n
c
e

福
岡

2
0
1
1

2
0
1
1
/
1
2
/
1

日
立

化
成

工
業

株
式

会
社

、
東

レ
株

式
会

社
、

デ
ュ

ポ
ン

株
式

会
社

、
エ

ス
ペ

ッ
ク

株
式

会
社

、
レ

ー
ザ

ー
テ

ッ
ク

株
式

会
社

、
積

水
化

学
工

業
株

式
会

社
、

東
洋

紡
績

株
式

会
社

、
国

立
大

学
法

人
岐

阜
大

学
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

421—　　 —



N
o
.

分
類

発
表

題
目

掲
載

誌
・
発

表
学

会
な

ど
開

催
地

巻
号

ペ
ー

ジ
年

発
表

日
所

属
発

表
者

2
8

講
演

経
年

使
用

シ
リ

コ
ン

系
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
劣

化
評

価

1
8
th

 S
ym

p
o
si

u
m

  
o
n
 "

M
ic

ro
jo

in
in

g
an

d
 A

ss
e
m

b
ly

 T
e
c
h
n
o
lo

gy
 i
n

E
le

c
tr

o
n
ic

s"
神

奈
川

2
0
1
2

松
田

 景
子

増
田

 淳
土

井
 卓

也
2
0
1
2
/
1
/
3
1
-
2
/
1

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

、
 独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

2
9

講
演

P
h
o
to

vo
lt
ai

c
 m

o
d
u
le

 r
e
lia

b
ili

ty
 t

e
st

in
g:

 4
0
0
 ℃

/
h
r

2
0
1
2
 P

V
 M

o
d
u
le

 R
e
lia

b
ili

ty
W

o
rk

sh
o
p
　

（
N

R
E
L
)

コ
ロ

ラ
ド

2
0
1
2

青
木

 雄
一

岡
本

 学
増

田
 淳

土
井

 卓
也

D
av

id
 J

u
n
g

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
2
/
2
/
2
8

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社

3
0

出
展

出
展

内
容

：
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

で
試

作
し

た
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
展

示
P

V
 E

X
P

O
 2

0
1
2
 第

5
回

国
際

太
陽

電
池

展
東

京
2
0
1
2

2
0
1
2
/
2
/
2
9
-
3
/
2

D
IC

株
式

会
社

3
1

講
演

急
速

温
度

サ
イ

ク
ル

試
験

に
よ

る
結

晶
シ

リ
コ

ン
系

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

劣
化

検
出

第
5
9
回

応
用

物
理

学
関

係
連

合
講

演
会

東
京

2
0
1
2

青
木

 雄
一

岡
本

 学
増

田
 淳

土
井

 卓
也

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
2
/
3
/
1
7

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

3
2

講
演

経
年

使
用

シ
リ

コ
ン

系
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
劣

化
評

価
第

5
9
回

応
用

物
理

学
関

係
連

合
講

演
会

東
京

2
0
1
2

松
田

 景
子

坂
口

 晃
一

吉
川

 正
信

増
田

 淳
土

井
 卓

也
2
0
1
2
/
3
/
1
7

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

、
 独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

清
水

 成
宜

荒
井

 崇
佐

川
 友

彦
青

木
 雄

一
平

川
 琢

己
平

池
 宏

至

濱
本

 史
郎

阪
本

 貞
夫

土
井

 卓
也

増
田

 淳
山

道
 正

明

3
4

報
道

報
道

内
容

：
持

続
可

能
な

未
来

社
会

へ
 産

総
研

の
グ

リ
ー

ン
・
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

[3
] 

太
陽

光
発

電
の

信
頼

性
向

上
目

指
し

て
 部

材
の

劣
化

要
因

組
合

せ
パ

ネ
ル

の
寿

命
可

視
化

日
刊

工
業

新
聞

2
0
1
2

2
0
1
2
/
4
/
1
9

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

3
5

講
演

長
期

曝
露

太
陽

電
池

に
お

け
る

各
種

部
材

の
劣

化
解

析
～

不
具

合
事

例
か

ら
見

る
部

材
開

発
の

狙
い

ど
こ

ろ

技
術

情
報

協
会

「
太

陽
電

池
部

材
の

開
発

動
向

と
今

後
の

狙
い

ど
こ

ろ
」

東
京

2
0
1
2

松
田

 景
子

2
0
1
2
/
4
/
1
9

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

3
6

講
演

D
o
u
b
le

-
si

d
e
d
 f
lu

o
ri
n
e
-
c
o
n
ta

in
in

g 
P

V
b
ac

ks
h
e
e
t

S
N

E
C

 6
th

 (
2
0
1
2
) 
In

te
rn

at
io

n
al

P
h
o
to

vo
lt
ai

c
 P

o
w

e
r 

G
e
n
e
ra

ti
o
n

C
o
n
fe

re
n
c
e
 &

 E
xh

ib
it
io

n
上

海
2
0
1
2

中
川

 秀
人

2
0
1
2
/
5
/
1
6
-
1
8

ダ
イ

キ
ン

工
業

株
式

会
社

3
7

出
展

出
展

内
容

：
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

で
試

作
し

た
薄

膜
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
展

示

S
N

E
C

 6
th

 (
2
0
1
2
) 
In

te
rn

at
io

n
al

P
h
o
to

vo
lt
ai

c
 P

o
w

e
r 

G
e
n
e
ra

ti
o
n

C
o
n
fe

re
n
c
e
 &

 E
xh

ib
it
io

n
上

海
2
0
1
2

2
0
1
2
/
5
/
1
6
-
1
8

ソ
ニ

ー
ケ

ミ
カ

ル
&
イ

ン
フ

ォ
メ

ー
シ

ョ
ン

デ
バ

イ
ス

株
式

会
社

3
8

出
展

出
展

内
容

：
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

技
術

開
発

P
J

室
、

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
の

経
年

劣
化

評
価

技
術

研
究

第
2
5
回

石
川

県
中

小
企

業
技

術
展

石
川

2
0
1
2

2
0
1
2
/
5
/
1
7
-
1
9

石
川

県
工

業
試

験
場

伊
藤

 厚
雄

大
和

田
 寛

人
降

籏
 智

欣
金

 亨
培

山
川

 直
樹

柳
沼

 篤

今
瀧

 智
雄

渡
邉

 百
樹

阪
本

 貞
夫

4
0

報
道

報
道

内
容

：
太

陽
電

池
の

経
年

劣
化

 封
止

材
剥

離
な

ど
原

因
 産

総
研

、
現

物
解

析
で

究
明

化
学

工
業

日
報

2
0
1
2

2
0
1
2
/
6
/
8

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

4
1

講
演

シ
リ

コ
ン

太
陽

電
池

の
分

析
評

価
　

-
不

純
物

の
高

精
度

分
布

測
定

と
電

極
成

分
の

拡
散

評
価

-
T
R

C
ポ

ス
タ

ー
セ

ッ
シ

ョ
ン

2
0
1
2

大
阪

2
0
1
2

白
瀧

 絢
子

藤
崎

 一
幸

2
0
1
2
/
6
/
1
4

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

4
2

報
道

報
道

内
容

：
壺

阪
寺

モ
ジ

ュ
ー

ル
発

電
能

力
保

持
の

報
道

テ
レ

ビ
朝

日
 報

道
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
2
0
1
2

2
0
1
2
/
6
/
2
8

信
越

化
学

工
業

株
式

会
社

4
3

解
説

バ
ッ

ク
シ

ー
ト

接
着

の
技

術
誌

（
特

集
：
太

陽
電

池
部

材
）

1
0
6

3
7
-
4
2

2
0
1
2

内
藤

 真
人

2
0
1
2
/
6
/
3
0

リ
ン

テ
ッ

ク
株

式
会

社

4
4

講
演

長
期

曝
露

太
陽

電
池

に
お

け
る

各
種

部
材

の
劣

化
解

析
～

不
具

合
事

例
か

ら
見

る
部

材
開

発
の

狙
い

ど
こ

ろ

技
術

情
報

協
会

「
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

、
部

材
の

劣
化

加
速

試
験

と
長

期
曝

露
に

よ
る

評
価

」
東

京
2
0
1
2

松
田

 景
子

2
0
1
2
/
7
/
2
4

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

4
5

取
材

記
事

取
材

内
容

：
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

 2
0
年

の
信

頼
性

を
問

う
　

メ
カ

ニ
ズ

ム
編

 劣
化

メ
カ

ニ
ズ

ム
の

解
析

、
評

価
試

験
に

よ
る

寿
命

の
定

量
化

こ
そ

、
コ

ス
ト

競
争

を
勝

ち
抜

く
道

P
V

e
ye

5
1
6
-
1
9

2
0
1
2

増
田

 淳
2
0
1
2
/
7
/
2
5

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

4
6

取
材

記
事

取
材

内
容

：
壺

阪
寺

モ
ジ

ュ
ー

ル
発

電
能

力
保

持
P

V
e
ye

2
0
1
2

2
0
1
2
/
7
/
2
5

信
越

化
学

工
業

株
式

会
社

4
7

解
説

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

信
頼

性
M

R
S
-
J
 N

E
W

S
2
4

3
2
0
1
2

増
田

 淳
2
0
1
2
/
8
/
1
0

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

4
8

取
材

記
事

取
材

内
容

：
輝

き
増

す
！

！
九

州
の

太
陽

光
ビ

ジ
ネ

ス
　

先
進

的
な

研
究

機
関

も
立

地
　

国
際

基
準

確
立

も
視

野
財

界
九

州
5
3

9
1
2
8
-
1
3
9

2
0
1
2

2
0
1
2
/
8
/
2
5

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

4
9

出
展

出
展

内
容

：
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

技
術

開
発

P
J

室
、

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
の

経
年

劣
化

評
価

技
術

の
研

究
い

し
か

わ
環

境
フ

ェ
ア

2
0
1
2

石
川

2
0
1
2

2
0
1
2
/
8
/
2
5
-
2
6

石
川

県
工

業
試

験
場

5
0

講
演

信
頼

性
の

加
速

試
験

技
術

技
術

情
報

協
会

セ
ミ

ナ
ー

「
2
0
～

3
0
年

の
長

期
信

頼
確

保
に

向
け

た
太

陽
電

池
封

止
材

分
析

評
価

技
術

と
樹

脂
性

東
京

2
0
1
2

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
2
/
8
/
2
8

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社

5
1

取
材

記
事

取
材

内
容

：
P

V
信

頼
性

の
診

断
家

 難
し

い
信

頼
基

準
の

確
立

、
さ

れ
ど

避
け

て
は

通
れ

な
い

月
刊

ソ
ル

ビ
ス

ト
1
8

1
4
-
1
5

2
0
1
2

増
田

 淳
2
0
1
2
/
9
/
2
0

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

5
2

取
材

記
事

取
材

内
容

：
ダ

イ
キ

ン
工

業
 バ

ッ
ク

シ
ー

ト
で

発
電

効
率

変
化

に
優

位
性

 産
総

研
と

共
同

研
究

結
果

で
月

刊
ソ

ル
ビ

ス
ト

1
8

2
4

2
0
1
2

匂
坂

 重
仁

2
0
1
2
/
9
/
2
0

ダ
イ

キ
ン

工
業

株
式

会
社

5
3

出
展

出
展

内
容

：
薄

膜
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

で
の

評
価

結
果

2
7
th

 E
u
ro

p
e
an

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
 S

o
la

r
E
n
e
rg

y 
C

o
n
fe

re
n
c
e
 a

n
d
 E

xh
ib

it
io

n
フ

ラ
ン

ク
フ

ル
ト

2
0
1
2

2
0
1
2
/
9
/
2
5
-
2
8

ソ
ニ

ー
ケ

ミ
カ

ル
&
イ

ン
フ

ォ
メ

ー
シ

ョ
ン

デ
バ

イ
ス

株
式

会
社

5
4

出
展

出
展

内
容

：
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

で
試

作
し

た
市

販
サ

イ
ズ

モ
ジ

ュ
ー

ル
を

展
示

（
導

電
性

フ
ィ

ル
ム

を
使

用
）

2
7
th

 E
u
ro

p
e
an

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
 S

o
la

r
E
n
e
rg

y 
C

o
n
fe

re
n
c
e
 a

n
d
 E

xh
ib

it
io

n
フ

ラ
ン

ク
フ

ル
ト

2
0
1
2

2
0
1
2
/
9
/
2
5
-
2
8

日
立

化
成

工
業

株
式

会
社

5
5

講
演

A
 n

o
ve

l 
lig

h
te

r 
w

e
ig

h
t 

c
ry

st
al

lin
e
 s

ili
c
o
n

p
h
o
to

vo
lt
ai

c
 m

o
d
u
le

 u
si

n
g 

ac
ry

lic
 f
ilm

 a
s 

a
c
o
ve

r 
sh

e
e
t

2
7
th

 E
u
ro

p
e
an

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
 S

o
la

r
E
n
e
rg

y 
C

o
n
fe

re
n
c
e
 a

n d
 E

xh
ib

it
io

n
フ

ラ
ン

ク
フ

ル
ト

2
0
1
2

加
治

佐
 平

水
原

 和
美

宮
内

 陽
子

林
 健

太
郎

時
光

 亨
増

田
 淳

2
0
1
2
/
9
/
2
6

三
菱

レ
イ

ヨ
ン

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

3
3

講
演

屋
外

曝
露

し
た

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

劣
化

評
価

第
5
9
回

応
用

物
理

学
関

係
連

合
講

演
会

東
京

壺
阪

寺
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

評
価

報
告

第
9
回

「
次

世
代

の
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

」
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
京

都
2
0
1
2

2
0
1
2
/
5
/
3
1

信
越

化
学

工
業

株
式

会
社

、
シ

ャ
ー

プ
株

式
会

社
、

国
立

大
学

法
人

岐
阜

大
学

2
0
1
2

2
0
1
2
/
3
/
1
7

日
立

化
成

工
業

株
式

会
社

、
東

レ
株

式
会

社
、

デ
ュ

ポ
ン

株
式

会
社

、
エ

ス
ペ

ッ
ク

株
式

会
社

、
レ

ー
ザ

ー
テ

ッ
ク

株
式

会
社

、
積

水
化

学
工

業
株

式
会

社
、

東
洋

紡
績

株
式

会
社

、
国

立
大

学
法

人
岐

阜
大

学
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

3
9

講
演

422—　　 —



N
o
.

分
類

発
表

題
目

掲
載

誌
・
発

表
学

会
な

ど
開

催
地

巻
号

ペ
ー

ジ
年

発
表

日
所

属
発

表
者

5
6

出
展

出
展

内
容

：
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

技
術

開
発

P
J

室
、

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
の

経
年

劣
化

評
価

技
術

の
研

究

J
A

IS
T
フ

ェ
ス

テ
ィ

バ
ル

2
0
1
2

石
川

2
0
1
2

2
0
1
2
/
9
/
2
9

石
川

県
工

業
試

験
場

5
7

出
展

出
展

内
容

：
太

陽
電

池
用

ポ
リ

エ
ス

テ
ル

フ
ィ

ル
ム

シ
ャ

イ
ン

ビ
ー

ム
®

（
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

作
製

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

実
物

展
示

）

東
洋

紡
総

合
研

究
所

内
展

示
ス

ペ
ー

ス
（
Ｅ

ス
ペ

ー
ス

）
滋

賀
2
0
1
2

濱
本

 史
郎

2
0
1
2
/
1
0
/
1
～

現
在

東
洋

紡
株

式
会

社

5
8

出
展

出
展

内
容

：
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

技
術

開
発

P
J

室
、

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
の

経
年

劣
化

評
価

技
術

研
究

石
川

県
工

業
試

験
場

5
0
周

年
記

念
事

業
石

川
2
0
1
2

2
0
1
2
/
1
0
/
4
-
6

石
川

県
工

業
試

験
場

5
9

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

信
頼

性
向

上
技

術
第

4
回

薄
膜

太
陽

電
池

セ
ミ

ナ
ー

京
都

2
0
1
2

増
田

 淳
2
0
1
2
/
1
0
/
1
8

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

6
0

講
演

太
陽

電
池

部
材

に
お

け
る

黄
変

・
白

濁
･膨

れ
現

象
の

解
析

技
術

情
報

協
会

セ
ミ

ナ
ー

太
陽

電
池

の
長

寿
命

化
へ

の
封

止
材

の
信

頼
評

価
と

黄
色

・
白

濁
原

因
の

解

東
京

・
北

ト
ピ

ア
松

田
 景

子
2
0
1
2
/
1
0
/
2
4

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

清
水

 成
宜

荒
井

 崇
佐

川
 友

彦
青

木
 雄

一
平

川
 琢

己
平

池
 宏

至

辺
田

 祐
志

阪
本

 貞
夫

土
井

 卓
也

増
田

 淳
山

道
 正

明

6
2

論
文

M
ic

ro
sc

o
p
ic

 d
e
gr

ad
at

io
n
 m

e
c
h
an

is
m

s 
in

si
lic

o
n
 p

h
o
to

vo
lt
ai

c
 m

o
d
u
le

 u
n
d
e
r 

lo
n
g-

te
rm

e
n
vi

ro
n
m

e
n
ta

l 
e
xp

o
su

re

J
ap

an
e
se

 J
o
u
rn

al
 o

f 
A

p
p
lie

d
P

h
ys

ic
s

5
1

1
0

1
0
N

F
0
7
-

1
-
5

2
0
1
2

松
田

 景
子

渡
邉

 猛
坂

口
 晃

一
吉

川
 正

信
土

井
 卓

也
増

田
 淳

2
0
1
2
/
1
0
/
2
5

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

、
 

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

6
3

論
文

E
ar

ly
 f
ai

lu
re

 d
e
te

c
ti
o
n
 o

f 
in

te
rc

o
n
n
e
c
ti
o
n
 w

it
h

ra
p
id

 t
h
e
rm

al
 c

yc
lin

g 
in

 p
h
o
to

vo
lt
ai

c
 m

o
d
u
le

s
J
ap

an
e
se

 J
o
u
rn

al
 o

f 
A

p
p
lie

d
P

h
ys

ic
s

5
1

1
0

1
0
N

F
1
3
-

1
-
4

2
0
1
2

青
木

 雄
一

岡
本

 学
増

田
 淳

土
井

 卓
也

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
2
/
1
0
/
2
5

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

6
4

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
に

お
け

る
高

温
高

湿
試

験
の

加
速

方
法

の
検

討

平
成

2
4
年

度
日

本
太

陽
エ

ネ
ル

ギ
ー

学
会

・
日

本
風

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

学
会

・
K
o
re

an
 S

o
la

r  
E
n
e
rg

y 
S
o
c
ie

ty
合

同
研

究
発

表
会

福
岡

2
0
1
2

鈴
木

 聡
土

井
 卓

也
増

田
 淳

2
0
1
2
/
1
1
/
8

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

計
 智

郎
門

脇
 将

清
水

 成
宜

田
中

 秀
樹

小
野

里
 淳

鈴
木

 健
太

郎

濱
本

 史
郎

阪
本

 貞
夫

土
井

 卓
也

増
田

 淳

6
6

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

長
寿

命
化

と
信

頼
性

試
験

法
開

発
平

成
2
4
年

度
神

奈
川

県
も

の
づ

く
り

技
術

交
流

会
神

奈
川

2
0
1
2

増
田

 淳
2
0
1
2
/
1
1
/
9

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

6
7

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
信

頼
性

評
価

装
置

の
開

発
平

成
2
4
年

度
神

奈
川

県
も

の
づ

く
り

技
術

交
流

会
神

奈
川

2
0
1
2

瀬
川

 荘
司

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
2
/
1
1
/
9

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社

6
8

著
書

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
信

頼
性

試
験

の
歴

史
と

今
後

の
動

向
・
可

能
性

株
式

会
社

 日
刊

工
業

出
版

プ
ロ

ダ
ク

シ
ョ

ン
「
エ

ナ
ジ

ー
デ

バ
イ

ス
の

信
頼

性
試

験
入

門
」

2
0
1
2

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
2
/
1
1
/
2
7

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社

6
9

パ
ネ

ル
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
産

業
技

術
総

合
研

究
所

に
お

け
る

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

信
頼

性
に

関
す

る
研

究
事

例

第
7
回

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
世

界
展

示
会

N
E
D

O
セ

ミ
ナ

ー
「
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

大
量

導
入

に
向

け
て

」

千
葉

2
0
1
2

増
田

 淳
2
0
1
2
/
1
2
/
5

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

7
0

出
展

太
陽

光
発

電
工

学
研

究
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
信

頼
性

に
関

す
る

研
究

事
例

P
V

J
ap

an
 2

0
1
2

千
葉

2
0
1
2

2
0
1
2
/
1
2
/
5
-
7

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

7
1

出
展

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

信
頼

性
に

関
す

る
研

究
事

例
セ

ミ
コ

ン
・
ジ

ャ
パ

ン
 2

0
1
2

千
葉

2
0
1
2

坂
口

 幸
一

2
0
1
2
/
1
2
/
5
-
7

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

7
2

パ
ネ

ル
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
P

ID
に

関
す

る
産

総
研

の
取

り
組

み
第

2
5
回

太
陽

光
発

電
技

術
研

究
組

合
技

術
交

流
会

東
京

2
0
1
2

増
田

 淳
原

 浩
二

郎
土

井
 卓

也
2
0
1
2
/
1
2
/
2
5

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

7
3

出
展

ア
ク

リ
ル

樹
脂

を
使

用
し

た
モ

ジ
ュ

ー
ル

先
端

電
子

材
料

E
X
P

O
～

マ
テ

リ
ア

ル
ジ

ャ
パ

ン
東

京
2
0
1
3

加
治

佐
 平

宮
内

 陽
子

2
0
1
3
/
1
/
1
6
-
1
/
1
8

三
菱

レ
イ

ヨ
ン

株
式

会
社

7
4

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

長
寿

命
化

技
術

と
信

頼
性

試
験

法
開

発
大

学
間

連
携

共
同

教
育

推
進

事
業

熊
本

大
学

講
義

シ
リ

ー
ズ

1
「
太

陽
光

発
電

の
今

と
明

日
」

熊
本

2
0
1
3

増
田

 淳
2
0
1
3
/
1
/
2
8

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

7
5

講
演

太
陽

電
池

用
バ

ッ
ク

シ
ー

ト
に

お
け

る
封

止
材

接
着

層
の

作
製

M
at

e
2
0
1
3
 (
1
9
t h

 S
ym

p
o
si

u
m

 o
n

''M
ic

ro
jo

in
in

g 
an

d
 A

ss
e
m

b
ly

T
e
c
h
n
o
lo

gy
 i
n
 E

le
c
tr

o
n
ic

s'
')

神
奈

川
1
9

4
6
3
-
4
6
4

2
0
1
3

内
藤

 真
人

高
梨

 誉
也

鉄
本

 卓
也

2
0
1
3
/
1
/
2
9

リ
ン

テ
ッ

ク
株

式
会

社

7
6

講
演

公
設

試
験

研
究

機
関

と
の

連
携

に
よ

る
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
信

頼
性

に
関

す
る

研
究

産
業

技
術

連
携

推
進

会
議

環
境

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

部
会

・
分

科
会

・
研

究
会

合
同

総
会

茨
城

2
0
1
3

増
田

 淳
土

井
 卓

也
原

 浩
二

郎
石

井
 徹

之
仁

木
 栄

近
藤

 道
雄

2
0
1
3
/
1
/
3
1

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

7
7

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

長
寿

命
化

と
信

頼
性

試
験

法

独
立

行
政

法
人

日
本

学
術

振
興

会
産

学
協

力
研

究
委

員
会

次
世

代
の

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
第

1
7
5
委

員
会

信
頼

性
・
シ

ス
テ

ム
技

術
分

科
会

第
4
回

信
頼

性
・
シ

ス
テ

ム
技

術
研

究
会

東
京

2
0
1
3

増
田

 淳
2
0
1
3
/
2
/
1
3

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

7
8

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

新
規

信
頼

性
試

験
法

開
発

P
V

 E
X
P

O
 2

0
1
3
 第

6
回

国
際

太
陽

電
池

展
　

専
門

技
術

セ
ミ

ナ
ー

東
京

2
0
1
3

増
田

 淳
2
0
1
3
/
2
/
2
7

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

7
9

講
演

T
h
e
 a

c
c
e
le

ra
ti
o
n
 o

f 
d
e
gr

ad
at

io
n
 b

y 
H

A
S
T
 a

n
d

A
ir
-
 H

A
S
T
 i
n
 c

-
S
i 
P

V
 m

o
d
u
le

s
T
h
e
 2

0
1
3
 N

R
E
L
 P

h
o
to

vo
lt
ai

c
M

o
d
u
le

 R
e
lia

b
ili

ty
 W

o
rk

sh
o
p

デ
ン

バ
ー

2
0
1
3

鈴
木

 聡
棚

橋
 紀

悟
土

井
 卓

也
増

田
 淳

2
0
1
3
/
2
/
2
7

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

8
0

講
演

S
e
n
si

ti
vi

ti
e
s 

o
f 
I-

V
 p

ar
am

e
te

rs
 i
n
 c

-
S
i 
P

V
m

o
d
u
le

s 
to

 h
yg

ro
th

e
rm

al
 s

tr
e
ss

T
h
e
 2

0
1
3
 N

R
E
L
 P

h
o
to

vo
lt
ai

c
M

o
d
u
le

 R
e
lia

b
ili

ty
 W

o
rk

sh
o
p

デ
ン

バ
ー

2
0
1
3

鈴
木

 聡
尾

花
 英

一
郎

増
田

 淳
土

井
 卓

也
棚

橋
 紀

悟
2
0
1
3
/
2
/
2
7

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

8
1

講
演

バ
ッ

ク
シ

ー
ト

開
口

部
か

ら
の

水
分

浸
入

の
a-

S
i 
P

V
モ

ジ
ュ

ー
ル

特
性

へ
の

影
響

第
6
0
回

応
用

物
理

学
会

春
季

学
術

講
演

会
神

奈
川

2
0
1
3

井
上

 昌
尚

山
本

 千
津

子
戸

田
 道

夫
増

田
 淳

2
0
1
3
/
3
/
2
8

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
、

S
ae

s 
G

e
tt

e
rs

 S
.p

.A

8
2

講
演

結
晶

シ
リ

コ
ン

P
V

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

高
温

高
湿

試
験

に
お

け
る

劣
化

要
因

第
6
0
回

応
用

物
理

学
会

春
季

学
術

講
演

会
神

奈
川

2
0
1
3

鈴
木

 聡
尾

花
 英

一
郎

増
田

 淳
土

井
 卓

也
棚

橋
 紀

悟
2
0
1
3
/
3
/
2
8

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

5
1

凸
版

印
刷

株
式

会
社

、
大

日
本

印
刷

株
式

会
社

、
日

立
化

成
工

業
株

式
会

社
、

東
京

エ
レ

ク
ト

ロ
ン

株
式

会
社

、
デ

ュ
ポ

ン
株

式
会

社
、

帝
人

デ
ュ

ポ
ン

フ
ィ

ル
ム

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

2
0
1
2
/
1
1
/
8

平
成

2
4
年

度
日

本
太

陽
エ

ネ
ル

ギ
ー

学
会

・
日

本
風

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

学
会

・
K
o
re

an
 S

o
la

r 
E
n
e
rg

y 
S
o
c
ie

ty
合

同
研

究
発

表
会

福
岡

2
0
1
2

日
立

化
成

工
業

株
式

会
社

、
東

レ
株

式
会

社
、

デ
ュ

ポ
ン

株
式

会
社

、
エ

ス
ペ

ッ
ク

株
式

会
社

、
レ

ー
ザ

ー
テ

ッ
ク

株
式

会
社

、
積

水
化

学
工

業
株

式
会

社
、

東
洋

紡
株

式
会

社
、

国
立

大
学

法
人

岐
阜

大
学

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

2
0
1
2
/
1
0
/
2
5

2
0
1
2

1
0
N

F
0
4
-

1
-
4

1
0

6
5

J
ap

an
e
se

 J
o
u
rn

al
 o

f 
A

p
p
lie

d
P

h
ys

ic
s

F
ai

lu
re

 a
ss

e
ss

m
e
n
ts

 f
o
r 

o
u
ts

id
e
-
e
xp

o
se

d
p
h
o
to

vo
lt
ai

c
 m

o
d
u
le

s
論

文
6
1

Ｉ－
Ｖ

特
性

パ
ラ

メ
ー

タ
の

相
関

解
析

に
よ

る
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

劣
化

解
析

講
演

423—　　 —



N
o
.

分
類

発
表

題
目

掲
載

誌
・
発

表
学

会
な

ど
開

催
地

巻
号

ペ
ー

ジ
年

発
表

日
所

属
発

表
者

8
3

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
に

お
け

る
高

温
高

湿
試

験
の

加
速

方
法

の
検

討
第

6
0
回

応
用

物
理

学
会

春
季

学
術

講
演

会
神

奈
川

2
0
1
3

鈴
木

 聡
棚

橋
 紀

悟
土

井
 卓

也
増

田
 淳

2
0
1
3
/
3
/
3
8

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

8
4

講
演

結
晶

シ
リ

コ
ン

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
へ

の
水

蒸
気

浸
入

の
影

響
第

6
0
回

応
用

物
理

学
会

春
季

学
術

講
演

会
神

奈
川

2
0
1
3

午
坊

 健
司

増
田

 淳
2
0
1
3
/
3
/
2
8

ダ
イ

キ
ン

工
業

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

三
科

 健
大

岸
 厚

文
今

井
 大

輔
猿

渡
 哲

也
上

野
 清

志
土

井
 卓

也

増
田

 淳

8
6

講
演

“
軽

い
”
太

陽
電

池
の

開
発

～
K
A

IT
E
K
I社

会
を

目
指

し
て

～
第

6
0
回

応
用

物
理

学
会

春
季

学
術

講
演

会
神

奈
川

2
0
1
3

宮
内

 陽
子

2
0
1
3
/
3
/
2
9

三
菱

レ
イ

ヨ
ン

株
式

会
社

8
7

解
説

モ
ジ

ュ
ー

ル
部

材
平

成
2
4
年

度
光

技
術

動
向

調
査

報
告

書
7
.9

節
（
一

般
財

団
法

人
光

産
業

技
術

振
興

協
会

発
行

）
3
9
8
-
4
0
1

2
0
1
3

増
田

 淳
2
0
1
3
/
3
/
1

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

8
8

報
道

県
工

試
の

劣
化

太
陽

光
発

電
　

寿
命

2
倍

へ
デ

ー
タ

活
用

　
産

総
研

と
新

シ
ス

テ
ム

開
発

北
國

新
聞

2
0
1
3

2
0
1
3
/
4
/
9

石
川

県
工

業
試

験
場

8
9

取
材

記
事

取
材

内
容

：
第

6
0
回

応
用

物
理

学
会

春
季

学
術

講
演

会
で

の
発

表
内

容
半

導
体

産
業

新
聞

2
0
1
3

鈴
木

 聡
尾

花
 英

一
郎

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
3
/
4
/
1
7

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社

9
0

講
演

産
総

研
に

お
け

る
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

信
頼

性
評

価
に

関
す

る
研

究
開

発
の

取
り

組
み

計
測

・
診

断
シ

ス
テ

ム
研

究
協

議
会

平
成

2
5
年

度
総

会
・
講

演
会

福
岡

2
0
1
3

増
田

 淳
2
0
1
3
/
4
/
2
2

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

9
1

出
展

出
展

内
容

：
高

信
頼

性
太

陽
電

池
の

開
発

・
評

価
事

業
－

太
陽

電
池

の
経

年
劣

化
要

因
の

分
析

－
エ

ネ
ル

ギ
ー

ス
マ

ー
ト

ゾ
ー

ン
フ

ォ
ー

ラ
ム

石
川

2
0
1
3

2
0
1
3
/
4
/
2
6

石
川

県
工

業
試

験
場

9
2

出
展

出
展

内
容

：
結

晶
シ

リ
コ

ン
系

太
陽

電
池

用
極

低
耐

力
イ

ン
タ

ー
コ

ネ
ク

タ
材

S
N

E
C

 2
0
1
3
 P

V
 P

O
W

E
R

 E
X
P

O
上

海
2
0
1
3

2
0
1
3
/
5
/
1
4
-
1
6

株
式

会
社

N
E
O

M
A

X
マ

テ
リ

ア
ル

9
3

出
展

出
展

内
容

：
太

陽
光

発
電

の
信

頼
性

向
上

に
関

す
る

研
究

－
太

陽
電

池
の

経
年

劣
化

要
因

の
分

析
－

第
2
6
回

石
川

県
中

小
企

業
技

術
展

石
川

2
0
1
3

2
0
1
3
/
5
/
1
6
-
1
8

石
川

県
工

業
試

験
場

阪
本

 貞
夫

清
水

 成
宜

門
脇

 将
鈴

木
 健

太
郎

田
中

 秀
樹

計
 智

郎

辺
田

 祐
志

土
井

 卓
也

増
田

 淳

橘
 泰

至
加

藤
 直

孝
阪

本
 貞

夫
増

田
 淳

土
井

 卓
也

清
水

 成
宜

計
 智

郎
門

脇
 将

田
中

 秀
樹

辺
田

 祐
志

小
野

里
 淳

鈴
木

 健
太

郎

9
6

著
書

シ
リ

コ
ー

ン
太

陽
電

池
技

術
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
 I
II編

2
章

2
.2

.4
項

、
オ

ー
ム

社
2
0
1
3

山
川

 直
樹

大
和

田
 寛

人
2
0
1
3
/
5
/
2
5

信
越

化
学

工
業

株
式

会
社

9
7

講
演

T
h
e
 a

c
c
e
le

ra
ti
o
n
 o

f 
d
e
gr

ad
at

io
n
 b

y 
H

A
S
T
 a

n
d

ai
r-

H
A

S
T
 i
n
 c

-
S
i 
P

V
 m

o
d
u
le

s
S
O

P
H

IA
 W

o
rk

sh
o
p
: 
P

V
 M

o
d
u
le

R
e
lia

b
ili

ty
シ

ャ
ン

べ
り

2
0
1
3

鈴
木

 聡
尾

花
 英

一
郎

増
田

 淳
土

井
 卓

也
棚

橋
 紀

悟
2
0
1
3
/
6
/
6

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

9
8

講
演

結
晶

シ
リ

コ
ン

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
へ

の
水

蒸
気

浸
入

の
影

響
第

2
回

J
A

C
I/

G
S
C

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

大
阪

2
0
1
3

午
坊

 健
司

2
0
1
3
/
6
/
6
-
7

ダ
イ

キ
ン

工
業

株
式

会
社

9
9

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
部

材
と

信
頼

性
フ

ォ
ト

ポ
リ

マ
ー

懇
話

会
第

1
9
8
回

講
演

会
東

京
2
0
1
3

増
田

 淳
2
0
1
3
/
6
/
1
3

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

1
0
0

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

信
頼

性
と

試
験

法
開

発
平

成
2
5
年

度
半

導
体

新
規

化
学

プ
ロ

セ
ス

研
究

会
第

1
回

例
会

大
阪

2
0
1
3

増
田

 淳
2
0
1
3
/
6
/
2
1

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

1
0
1

チ
ュ

ー
ト

リ
ア

ル
講

演
R

e
lia

b
ili

ty
 o

f 
P

h
o
to

vo
lt
ai

c
 M

o
d
u
le

s

2
0
th

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 W
o
rk

sh
o
p
 o

n
A

c
ti
ve

-
M

at
ri
x 

F
la

tp
an

e
l 
D

is
p
la

ys
an

d
 D

e
vi

c
e
s 

-
T
F
T
 T

e
c
h
n
o
lo

gi
e
s

an
d
 F

P
D

 M
at

e
ri
al

s-

京
都

2
0
1
3

増
田

 淳
2
0
1
3
/
7
/
2

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

三
科

 健
大

岸
 厚

文
上

野
 清

志
土

井
 卓

也
原

 浩
二

郎
池

野
 成

裕

今
井

 大
輔

猿
渡

 哲
也

山
崎

 敏
晴

小
椋

 厚
志

大
下

 祥
雄

増
田

 淳

1
0
3

講
演

壺
阪

寺
モ

ジ
ュ

ー
ル

評
価

結
果

P
V

J
ap

an
2
0
1
3
　

セ
ミ

ナ
ー

東
京

2
0
1
3

大
和

田
 寛

人
2
0
1
3
/
7
/
2
5

信
越

化
学

工
業

株
式

会
社

1
0
4

出
展

太
陽

光
発

電
工

学
研

究
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
信

頼
性

に
関

す
る

研
究

事
例

第
8
回

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
世

界
展

示
会

東
京

2
0
1
3

2
0
1
3
/
7
/
2
4
-
2
6

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

1
0
5

記
事

掲
載

太
陽

電
池

の
性

能
劣

化
要

因
を

分
析

－
太

陽
光

発
電

の
信

頼
性

向
上

を
目

指
し

て
－

い
し

か
わ

工
試

技
術

ニ
ュ

ー
ス

（
石

川
県

工
業

試
験

場
発

行
）

3
8

2
2
0
1
3

橘
 泰

至
2
0
1
3
/
7

石
川

県
工

業
試

験
場

1
0
6

出
展

出
展

内
容

：
太

陽
光

発
電

の
信

頼
性

向
上

に
関

す
る

研
究

－
太

陽
電

池
の

経
年

劣
化

要
因

の
分

析
－

い
し

か
わ

環
境

フ
ェ

ア
2
0
1
3

石
川

2
0
1
3

2
0
1
3
/
8
/
2
4
-
2
5

石
川

県
工

業
試

験
場

1
0
7

講
演

高
温

高
湿

加
速

条
件

下
に

お
け

る
結

晶
 S

i 
P

V
 モ

ジ
ュ

ー
ル

劣
化

第
7
4
回

応
用

物
理

学
会

秋
季

学
術

講
演

会
京

都
2
0
1
3

鈴
木

 聡
増

田
 淳

土
井

 卓
也

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
3
/
9
/
1
7

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

計
 智

郎
門

脇
 将

清
水

 成
宜

鈴
木

 健
太

郎
辺

田
 祐

志
田

中
 秀

樹

小
野

里
　

淳
阪

本
　

貞
夫

土
井

　
卓

也
増

田
　

淳

1
0
9

講
演

軽
量

ア
ク

リ
ル

樹
脂

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

P
ID

特
性

第
7
4
回

応
用

物
理

学
会

秋
季

学
術

講
演

会
京

都
2
0
1
3

宮
内

 陽
子

時
光

 亨
井

上
 昌

尚
原

 浩
二

郎
増

田
 淳

2
0
1
3
/
9
/
1
7

三
菱

レ
イ

ヨ
ン

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

1
1
0

総
説

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
：
 i
n
 s

it
u
計

測
シ

ス
テ

ム
の

利
用

日
本

試
験

器
工

業
会

機
関

誌
「
T
E
S
T
」

2
9

2
0
1
3

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
3
/
9
/
2
9

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社

第
7
4
回

応
用

物
理

学
会

秋
季

学
術

講
演

会
太

陽
電

池
バ

ッ
ク

シ
ー

ト
水

蒸
気

透
過

性
の

劣
化

機
構

へ
の

影
響

講
演

1
0
8

凸
版

印
刷

株
式

会
社

、
大

日
本

印
刷

株
式

会
社

、
日

立
化

成
株

式
会

社
、

帝
人

デ
ュ

ポ
ン

フ
ィ

ル
ム

株
式

会
社

、
デ

ュ
ポ

ン
株

式
会

社
、

東
京

エ
レ

ク
ト

ロ
ン

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

2
0
1
3
/
9
/
1
7

2
0
1
3

株
式

会
社

島
津

製
作

所
、

長
州

産
業

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
明

治
大

学
、

豊
田

工
業

大
学

2
0
1
3
/
7
/
5

2
0
1
3

第
6
0
回

応
用

物
理

学
会

春
季

学
術

講
演

会
結

晶
シ

リ
コ

ン
太

陽
電

池
の

P
ID

に
お

け
る

反
射

防
止

膜
の

影
響

講
演

8
5

2
0
th

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 W
o
rk

sh
o
p
 o

n
A

c
ti
ve

-
M

at
ri
x 

F
la

tp
an

e
l 
D

is
p
la

ys
an

d
 D

e
vi

c
e
s 

-
T
F
T
 T

e
c
h
n
o
lo

gi
e
s

an
d
 F

P
D

 M
at

e
ri
al

s-

In
ve

st
ig

at
io

n
 o

n
 a

n
ti
-
re

fl
e
c
ti
o
n
 c

o
at

in
g 

fo
r

h
ig

h
 r

e
si

st
an

c
e
 t

o
 p

o
te

n
ti
al

 i
n
d
u
c
e
d

d
e
gr

ad
at

io
n

講
演

1
0
2

2
0
1
3
/
5
/
2
4

神
奈

川

京
都

京
都

2
0
1
3
/
3
/
2
8

株
式

会
社

島
津

製
作

所
、

長
州

産
業

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

2
0
1
3

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
、

日
立

化
成

株
式

会
社

、
大

日
本

印
刷

株
式

会
社

、
帝

人
デ

ュ
ポ

ン
フ

ィ
ル

ム
株

式
会

社
、

東
京

エ
レ

ク
ト

ロ
ン

株
式

会
社

、
凸

版
印

刷
株

式
会

社
、

デ
ュ

ポ
ン

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

日
本

学
術

振
興

会
産

学
協

力
研

究
委

員
会

次
世

代
の

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
第

1
7
5
委

員
会

第
1
0

回
「
次

世
代

の
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

」
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

9
5

2
0
1
3

長
期

曝
露

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

評
価

と
発

電
量

低
下

の
要

因
考

察
講

演
石

川

石
川

県
工

業
試

験
場

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
日

立
化

成
株

式
会

社
、

凸
版

印
刷

株
式

会
社

、
大

日
本

印
刷

株
式

会
社

、
東

京
エ

レ
ク

ト
ロ

ン
株

式
会

社
、

デ
ュ

ポ
ン

株
式

会
社

、
帝

人
デ

ュ
ポ

ン
フ

ィ
ル

ム
株

式
会

社

2
0
1
3

2
0
1
3
/
5
/
2
3

9
4

講
演

長
期

曝
露

さ
れ

た
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
年

平
均

出
力

低
下

率

独
立

行
政

法
人

日
本

学
術

振
興

会
産

学
協

力
研

究
委

員
会

次
世

代
の

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
第

1
7
5
委

員
会

第
1
0

回
「
次

世
代

の
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

」
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

石
川

424—　　 —



N
o
.

分
類

発
表

題
目

掲
載

誌
・
発

表
学

会
な

ど
開

催
地

巻
号

ペ
ー

ジ
年

発
表

日
所

属
発

表
者

1
1
1

講
演

N
e
w

ly
 d

e
ve

lo
p
e
d
 P

V
B

 f
o
r 

h
ig

h
 d

u
ra

b
ili

ty
 a

n
d

lo
w

 c
o
st

 t
h
in

 f
ilm

 P
V

 m
o
d
u
le

s
2
8
th

 E
u
ro

p
e
an

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
 S

o
la

r
E
n
e
rg

y 
C

o
n
fe

re
n
c
e
 a

n
d
 E

xh
ib

it
io

n
パ

リ
3
0
2
6
-
3
0
2
9

2
0
1
3

六
車

 慎
一

向
瀬

 峰
保

田
 浩

孝
増

田
 淳

柴
田

 肇
仁

木
 栄

2
0
1
3
/
9
/
3
0

株
式

会
社

ク
ラ

レ
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

木
沢

 桂
子

清
水

 成
宜

田
中

 直
敬

竹
村

 賢
三

堀
内

 猛
藤

井
 正

規

福
嶋

 直
樹

増
田

 淳

三
科

 健
大

岸
 厚

文
上

野
 清

志
今

井
 大

輔
猿

渡
 哲

也
山

崎
 敏

晴

土
井

 卓
也

原
 浩

二
郎

増
田

 淳

1
1
4

講
演

D
e
gr

ad
at

io
n
 m

e
c
h
an

is
m

 o
f 
p
h
o
to

vo
lt
ai

c
m

o
d
u
le

s 
b
y 

e
xt

e
n
d
e
d
 d

am
p
-
h
e
at

 o
r 

th
e
rm

al
-

c
yc

le
 t

e
st

2
8
th

 E
u
ro

p
e
an

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
 S

o
la

r
E
n
e
rg

y 
C

o
n
fe

re
n
c
e
 a

n
d
 E

xh
ib

it
io

n
パ

リ
2
9
7
8
-
2
9
8
1

2
0
1
3

増
田

 淳
山

本
 千

津
子

原
 由

希
子

井
上

 昌
尚

内
山

 直
美

土
井

 卓
也

2
0
1
3
/
1
0
/
3

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

1
1
5

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.r
e
u
te

rs
.c

o
m

/
ar

ti
c
le

/
2
0

1
3
/
1
0

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
1
6

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.b
u
si

n
e
ss

w
ir
e
.c

o
m

/
n
e
w

s/
h
o

2
0
1
3
/
1
0
/
1

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
1
7

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
H

P
2
0
1
3
/
1
0
/
2

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
1
8

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.jp
u
b
b
.c

o
m

/
e
n
/
p
re

ss
/
7

0
2
7
5
/

2
0
1
3
/
1
0
/
2

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
1
9

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.c
o
m

p
o
u
n
d
se

m
ic

o
n
d
u
c
t

o
r.
n
e
t

2
0
1
3
/
1
0
/
2

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
2
0

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.d
ga

p
m

e
d
ie

n
tr

e
ff
.

d
e
/
n
e
w

s/
w

ir
ts

c
h
af

t/
b
u
si

n
e
s

s-
w

ir
e
-
n
e
w

s-
ku

ra
ra

y-
e
in

e
-
p
vb

-
fo

lie
d
ie

-
d
az

u
-
b
e
it
ra

gt
-
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to

vo
lt
ai
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o
d
u
le

le
ic

h
te

r-
u
n
d
-
p
re

is
w

e
rt

e
r-

zu
-
m

ac
h
e
n
-

2
0
1
3
/
1
0
/
2

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
2
1

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.a
d
-
h
o
c
-

n
e
w

s.
d
e
/
ku

ra
ra

ye
in

e
-
p
vb

-
fo

lie
-

d
ie

-
d
az

u
-
b
e
it
ra

e
gt

-
-

/
d
e
/
N

e
w

s/
3
2
1
5
2
8
2
8

2
0
1
3
/
1
0
/
2

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
2
2

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.m
o
n
e
ys

p
e
c
ia

l.d
e
/
n
ac

h
ri
c
h
te

n
/
ti
c
ke

r/
B

U
S
IN

E
S
S
_W

IR
E
_3

A
_K

u
ra

ra
y_

3
A

_E
in

e
_P

V
B

_F
o
lie

_2
C

_d
ie

_d
az

u
_b

e
it
ra

e
gt

_2
C

_F
o
to

vo
lt
ai

km
o
d
u
le

_l
e
ic

h
te

r_
u
n
d
_p

.h
tm

l?
se

kt
io

n
=
t

ic
ke

r&
id

=
9
3
2
5
0
5
1
&
o
ff
se

t=
0

2
0
1
3
/
1
0
/
2

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
2
3

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.p
ve

ye
.jp

/
n
e
w

s/
vi

e
w

/
6

3
8

2
0
1
3
/
1
0
/
2

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
2
4

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
n
e
w

s.
m

yn
av

i.j
p
/
n
e
w

s/
2
0
1
3

/
1
0
/
0
2
/
1
3
3
/

2
0
1
3
/
1
0
/
2

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
2
5

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
re

le
as

e
.n

ik
ke

i.c
o
.jp

/
d
e
ta

il.
c
f

m
?r

e
lID

=
3
4
6
6
0
0
&
lin

d
ID

=
4

2
0
1
3
/
1
0
/
2

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
2
6

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.c
h
e
m

w
e
e
k.

c
o
m

/
re

gi
o
n

s/
n
o
rt

2
0
1
3
/
1
0
/
3

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
2
7

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
p
vn

2
4
.c

o
m

/
2
0
1
3
1
0
0
3
-
0
2
-

4
4
0
5
.h

tm
l

2
0
1
3
/
1
0
/
3

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
2
8

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
n
e
w

s-
o
fp

h
o
to

vo
lt
ai

c
.s

b
lo

.jp
/
ar

ti
c
le

/
7
7
1
9

1
2
6
6
.h

t
2
0
1
3
/
1
0
/
3

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
2
9

W
E
B

掲
載

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.k
ag

ak
u
ko

gy
o
n
ip

p
o
.c

o
m

/
h
e
ad

lin
e
/
2
0
1
3
/
1
0
/
0
3
-
1
3
0
6
5
.h

tm
l

2
0
1
3
/
1
0
/
3

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
3
0

報
道

太
陽

電
池

封
止

材
用

新
規

P
V

B
フ

ィ
ル

ム
に

つ
い

て
山

陽
新

聞
2
0
1
3
/
1
0
/
1
8

株
式

会
社

ク
ラ

レ

清
水

 成
宜

計
 智

郎
門

脇
 将

田
中

 秀
樹

小
野

里
 淳

鈴
木

 健
太

郎

辺
田

 祐
志

橘
 泰

至
阪

本
 貞

夫
土

井
 卓

也
増

田
 淳

1
3
2

講
演

高
温

高
湿

加
速

条
件

下
に

お
け

る
 結

晶
S
i 
P

V
モ

ジ
ュ

ー
ル

劣
化

の
検

討
J
IE

P
 E

C
M

（
エ

レ
ク

ト
ロ

ケ
ミ

カ
ル

マ
イ

グ
レ

ー
シ

ョ
ン

）
研

究
会

東
京

2
0
1
3

鈴
木

 聡
増

田
 淳

土
井

 卓
也

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
3
/
1
1
/
1

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

1
3
3

講
演

薄
膜

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

信
頼

性
第

5
回

薄
膜

太
陽

電
池

セ
ミ

ナ
ー

愛
知

2
0
1
3

増
田

 淳
2
0
1
3
/
1
1
/
1
5

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

阪
本

 貞
夫

清
水

 成
宜

門
脇

 将
計

 智
郎

田
中

 秀
樹

鈴
木

 健
太

郎

辺
田

 祐
志

午
坊

 健
司

土
井

 卓
也

増
田

 淳

1
3
5

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
に

お
け

る
マ

イ
ク

ロ
ク

ラ
ッ

ク
の

影
響

平
成

2
4
年

度
日

本
太

陽
エ

ネ
ル

ギ
ー

学
会

・
日

本
風

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

学
会

合
同

研
究

発
表

会
沖

縄
2
0
1
3

上
野

 清
志

山
崎

 敏
晴

増
田

 淳
2
0
1
3
/
1
1
/
2
9

長
州

産
業

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

株
式

会
社

島
津

製
作

所
、

長
州

産
業

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

2
0
1
3

1
1
3
9
-
1
1
4
3

パ
リ

2
8
th

 E
u
ro

p
e
an

 P
h
o
to

vo
lt
ai

c
 S

o
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r
E
n
e
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C

o
n
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n
c
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e
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講
演

2
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u
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h
o
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E
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o
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c
 m

o
d
u
le

s
講

演
2
0
1
3
/
9
/
3
0

日
立

化
成

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

2
0
1
3

3
1
0
3
-
3
1
0
6

1
1
2

パ
リ

2
0
1
3
/
1
0
/
1

2
0
1
3
/
1
0
/
3
1

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
、

日
立

化
成

株
式

会
社

、
大

日
本

印
刷

株
式

会
社

、
凸

版
印

刷
株

式
会

社
、

東
京

エ
レ

ク
ト

ロ
ン

株
式

会
社

、
帝

人
デ

ュ
ポ

ン
フ

ィ
ル

ム
株

式
会

社
、

デ
ュ

ポ
ン

株
式

会
社

、
ダ

イ
キ

ン
工

業
株

式
会

社

講
演

F
ai

lu
re

 a
ss

e
ss

m
e
n
ts

 o
f 
o
u
td

o
o
r 

e
xp

o
se

d
 P

V
m

o
d
u
le

s 
b
y 

u
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n
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e
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c
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o
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m
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e
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e
n
c
e

im
ag
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g

2
3
rd

 I
n
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n
al

 P
h
o
to
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ai

c
S
c
ie

n
c
e
 a

n
d
 E

n
gi

n
e
e
ri
n
g

C
o
n
fe

re
n
c
e

台
北

日
立

化
成

株
式

会
社

、
凸

版
印

刷
株

式
会

社
、

大
日

本
印

刷
株

式
会

社
、

東
京

エ
レ

ク
ト

ロ
ン

株
式

会
社

、
デ

ュ
ポ

ン
株

式
会

社
、

帝
人

デ
ュ

ポ
ン

フ
ィ

ル
ム

株
式

会
社

、
石

川
県

工
業

試
験

場
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

2
0
1
3

沖
縄

平
成

2
4
年

度
日

本
太

陽
エ

ネ
ル

ギ
ー

学
会

・
日

本
風

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

学
会

合
同

研
究

発
表

会

高
温

高
湿

試
験

及
び

長
期

曝
露

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

劣
化

メ
カ

ニ
ズ

ム
比

較
講

演
1
3
4

2
0
1
3
/
1
1
/
2
9

2
0
1
3

1
1
3

1
3
1
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o
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分
類

発
表

題
目

掲
載

誌
・
発

表
学

会
な

ど
開

催
地

巻
号

ペ
ー

ジ
年

発
表

日
所

属
発

表
者

1
3
6

講
演

太
陽

電
池

の
信

頼
性

加
速

試
験

技
術

技
術

情
報

協
会

セ
ミ

ナ
　

「
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
長

期
使

用
へ

向
け

た
加

速
試

験
と

信
頼

性
向

上
技

術
」

東
京

2
0
1
3

棚
橋

 紀
悟

2
0
1
3
/
1
1
/
2
9

エ
ス

ペ
ッ

ク
株

式
会

社

1
3
7

解
説

E
n
c
ap

su
la

n
ts

 m
ak

e
 p

h
o
to

vo
lt
ai

c
 m

o
d
u
le

s
lig

h
te

r 
an

d
 l
e
ss

 e
xp

e
n
si

ve
S
e
al

in
g 

T
e
c
h
n
o
lo

gy
2
0
1
3

1
2

2
2
0
1
3

2
0
1
3
/
1
2
/
2
7

株
式

会
社

ク
ラ

レ

1
3
8

講
演

＜
劣

化
と

分
析

＞
太

陽
電

池
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
劣

化
現

象
解

析

表
面

科
学

技
術

研
究

会
2
0
1
4

太
陽

電
池

／
太

陽
光

発
電

の
最

先
端

情
報

－
コ

ア
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

に
お

け
る

位
置

づ
け

と
役

割
－

兵
庫

松
田

 景
子

2
0
1
4
/
1
/
2
3

株
式

会
社

東
レ

リ
サ

ー
チ

セ
ン

タ
ー

三
科

 健
大

岸
 厚

文
上

野
 清

志
土

井
 卓

也
原

 浩
二

郎
池

野
 成

裕

今
井

 大
輔

猿
渡

 哲
也

篠
原

　
真

山
崎

 敏
晴

小
椋

 厚
志

大
下

 祥
雄

増
田

 淳

1
4
0

解
説

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

部
材

特
性

と
信

頼
性

電
気

評
論

9
9

2
2
0
1
4

増
田

 淳
宮

下
 正

範
午

坊
 健

司
2
0
1
4
/
2
/
1
0

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
、

太
陽

光
発

電
技

術
研

究
組

合
、

東
レ

株
式

会
社

、
ダ

イ
キ

ン
工

業
株

式
会

社

鈴
木

 聡
西

山
 直

樹
吉

野
 征

治
宇

城
 工

渡
部

 信
土

井
 卓

也

増
田

 淳
棚

橋
 紀

悟

1
4
2

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
に

お
け

る
マ

イ
ク

ロ
ク

ラ
ッ

ク
の

影
響

第
6
1
回

応
用

物
理

学
会

春
季

学
術

講
演

会
神

奈
川

2
0
1
4

上
野

 清
志

山
崎

 敏
晴

増
田

 淳
2
0
1
4
/
3
/
1
7

長
州

産
業

株
式

会
社

、
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

1
4
3

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

高
耐

久
性

に
寄

与
す

る
新

規
P

V
B

封
止

材
第

6
1
回

応
用

物
理

学
会

春
季

学
術

講
演

会
神

奈
川

2
0
1
4

保
田

 浩
孝

向
瀬

 峰
六

車
 慎

一
増

田
 淳

柴
田

 肇
仁

木
 栄

2
0
1
4
/
3
/
1
8

株
式

会
社

ク
ラ

レ
、

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

門
脇

 将
計

 智
郎

清
水

 成
宜

鈴
木

 健
太

郎
辺

田
 祐

志
田

中
 秀

樹

阪
本

 貞
夫

土
井

 卓
也

増
田

 淳

内
山

 直
美

増
田

 淳
三

橋
 和

成
堤

田
 秋

洋
渡

邊
 淳

一
白

瀧
 絢

子

松
田

 景
子

鈴
木

 聡
西

山
 直

樹
吉

野
 征

治
宇

城
 工

渡
部

 信
土

井
 卓

也

増
田

　
淳

棚
橋

　
紀

悟

1
4
7

講
演

太
陽

電
池

モ
ジ

ュ
ー

ル
出

力
低

下
へ

の
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1 
 

「第 II 期高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシアム（仮称）」に係る 
公募について 
 
独立行政法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という）太陽光発電研究センターは、平成 23 年度

から平成 25 年度までの期間で、「第 II 期高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシアム（仮称）」

（以下、「コンソーシアム」という）による研究開発を実施します。このコンソーシアムへの参加を希望

される方は、本要領に従い御応募下さい。 
 

１．コンソーシアムの理念 
コンソーシアムでは、産総研が所有する市販サイズ（1.5 m 程度）の太陽電池モジュールの製造法ならび

に信頼性評価法に関する技術プラットフォームを活用したオープンイノベーションの一層の活性化を図

るとともに、日本の太陽光発電産業の国際競争力強化に資する独創的な技術を創出することを目指しま

す。 
 
２．コンソーシアムの実施期間 
コンソーシアムの実施期間は、平成 23 年度から平成 25 年度まで（平成 26 年 3 月 31 日まで）の 3 年間

とします。 
 
３．応募資格 
応募資格のある法人等は、次の 1 から 4 までに示された条件を満たすものとします。 
1. 本邦の民間企業、府省庁が所管する研究機関、地方自治体が所管する研究機関、独立行政法人、地方

独立行政法人、国立大学法人、公立大学法人、公立大学、私立大学、国公私立高等専門学校機構、公

益社団法人、一般社団法人、社団法人、公益財団法人、一般財団法人、財団法人、技術研究組合等で

日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外の企業等（大学、研究機関を含む）の特別な

研究開発能力、研究施設等の活用または研究成果の国際標準への反映の観点から、国外企業等との連

携が必要な部分を、国外企業等との連携により実施することができる。 
2. 当該技術又は関連技術の研究開発の実績を有し、かつ、研究開発目標達成及び研究計画遂行に必要と

なる組織、人員等を有していること。 
3. 研究開発に必要な共同研究費を産総研に支払うのに充分な経営基盤を有していること。 
4. 産総研がコンソーシアムを推進する上で必要となる措置を共同研究契約ならびにコンソーシアム運営

規程に基づき適切に遂行できる体制を有していること。 
 
４．コンソーシアムの体制、研究課題 
コンソーシアムでは、以下のイ、ロの課題を設定して研究開発を実施します。 
イ：新規信頼性試験法の開発とモジュール部材・構造に対する要求特性の明確化、さらには当該成果の

国際規格・標準への反映に結びつく技術開発。具体的な 3 つの研究課題（以下、「コアテーマ研究」

という）を産総研が提示します。 
ロ：太陽電池モジュールの信頼性向上・長寿命化、効率向上、製造コストの低減に結びつく技術開発。

具体的な研究課題は提案者から提示するものとします。 
コンソーシアムの参加者を A 会員、B 会員、C 会員に区分します。 
A 会員はイに従事するとともに一定の条件を満たせばロにも従事できます。技術交流会に参加できます。 
B 会員はロに従事します。技術交流会に参加できます。 
C 会員は技術交流会にのみ参加できます。 
A 会員、B 会員、C 会員の主な役割、参加条件等を表 1 に示します。 
表 1 中記載の従量制追加費用の具体的内容について表 2 に示します。 
コアテーマ研究の内容を表 3 に示します。 
なお、採択の際に、研究課題、実施体制等について協議させて頂くことがありますので御了承下さい。

また、提案内容によっては、いずれの会員でもない協力機関としてコンソーシアムに御参加頂くことも
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あります。 
 

表 1 A 会員、B 会員、C 会員の主な役割、参加条件等 

 A 会員 B 会員 C 会員 
コンソーシ

アムでの主

な役割 

・複数の A 会員と産総研が

グループを形成し、共同で

コアテーマ研究を実施す

る。テーマ毎にグループを

形成するが、グループ間で

情報を共有する。 
・役割分担はメンバー確定後

に産総研と協議の上、決定

する。 
・モジュールメーカー、標準

化に関連する団体、大学・

公的研究機関を特別会員

と定義する。 
・派遣研究員は産総研でのコ

アテーマ研究に、協議の上

定める比率以上で従事す

るものとするが、別途費用

を支払えば、B 会員として

の研究課題に従事するこ

とも認める。 
・特別会員については従事率

の規程を定めない。 

・産総研との個別契約で提案

者が所有する部材を用い

たモジュール試作・評価を

実施する。 
・必要に応じて、産総研の仲

介のもとに他の B 会員と

連携して共同研究を実施

する。 
・要望があればモジュールメ

ーカーとの連携を産総研

が仲介する。 

・技術交流会（クローズで運

営、公知化される前の A 会

員、B 会員の成果ならびに

公知情報を提供）に参加す

る。 

基本参加費 ・200 万円／年度（ただし特

別会員は無料） 
・平成 23 年度から平成 25
年度までの複数年度契約 

・B 会員としての研究課題に

従事する場合の追加基本

参加費は 100 万円／年度

（ただし特別会員は 300
万円／年度） 

・300 万円／年度 
・単年度契約 

・50 万円／年度（ただし大

学、公的研究機関は無料） 
・単年度契約 

B 会員とし

ての研究課

題に従事す

る場合の追

加費用 

・試作・評価内容（サイズ、

数量、占有時間等）を勘案

し、従量制で設定する。 

・試作・評価内容（サイズ、

数量、占有時間等）を勘案

し、従量制で設定する。 

・該当しない。 

研究員派遣

に要する費

用 

・産総研内での研究に従事す

る派遣研究員には、25,000
円／人・月の人頭経費の支

払いが必要となる。 

・産総研内での研究に従事す

る派遣研究員には、25,000
円／人・月の人頭経費の支

払いが必要となる。 

・該当しない。 

コンソーシ

アム運営へ

の関与 

・運営委員会の中心メンバー

であり、B 会員と比べて議

決権等で優遇する。 

・運営委員会のメンバーとす

る。 
・運営委員会のメンバーとし

ない。 
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産総研との

契約 
・共同研究契約を締結する。

基本参加費、追加費用、人

頭経費は共同研究費とし

て産総研に支払うものと

し、支払い時期・方法につ

いては共同研究契約の定

めに従う。 

・共同研究契約を締結する。

基本参加費、追加費用、人

頭経費は共同研究費とし

て産総研に支払うものと

し、支払い時期・方法につ

いては共同研究契約の定

めに従う。 

・共同研究契約を締結する。

基本参加費は共同研究費

として産総研に支払うも

のとし、支払い時期・方法

については共同研究契約

の定めに従う。 

研究員登録 ・産総研で研究に従事する研

究員ならびに提案者内部

で研究に従事する研究員

は契約締結時までに確定

する必要がある。 

・産総研で研究に従事する研

究員ならびに提案者内部

で研究に従事する研究員

は契約締結時までに確定

する必要がある。 

・技術交流会に参加する研究

員は契約締結時までに確

定する必要がある。 

参加・脱退 ・参加はコンソーシアム開始

時にのみ認める。 
・途中脱退は運営委員会の審

議事項とする。 

・途中参加・途中脱退は運営

委員会の審議事項とする。 
・参加、脱退はコンソーシア

ム事務局への届け出のみ

で承認し、運営委員会へは

報告事項として扱う。 
太陽光発電

技術研究組

合との関係 

・太陽光発電技術研究組合へ

の加入申請が必要である

（ただし特別会員は必要

としない）。 

・太陽光発電技術研究組合へ

の加入申請が必要である。 
・太陽光発電技術研究組合へ

の加入申請を必要としな

い。 

 
 

表 2 従量制追加費用の具体的内容 

試作するモジュールの種類 モジュールの大きさ モジュール試作

費用（円／台） 
主たる実施場所 

結晶シリコン系 

50 cm 角以内の大きさ 50,000 産総研つくばセンター 

50 cm 角を超える大きさ 200,000 産総研九州センター 

薄膜シリコン系  

50 cm 角以内の大きさ 100,000 産総研つくばセンター 

50 cm 角を超える大きさ 200,000 産総研九州センター 

註：1. 上記追加費用はモジュール部材を産総研が提供することを前提としています。モジュール試作装

置のみを御使用の場合等、個別の案件については個別に設定します。 
2．従量制追加費用について B 会員の提案書記載の計画をもとに産総研と協議決定し、契約締結時に

お支払い頂きます。 
3. 部材調達の遅れ、装置の故障等の理由で、産総研との契約期間内に予定していた試作・評価を完

了できなかった場合は、期間延長には応じますが、共同研究費の返金、試作・評価の遅れにより

発生した損害の賠償には応じかねます。 
4. 産総研が所有する環境試験機の試験数には限りがあり、A 会員のコアテーマ研究にのみ使用しま

す。モジュールの環境試験を希望する場合は、提案者内部で実施頂くか、提案者が外注先と直接

取引頂くことになります。 
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表 3 コアテーマ研究の内容 
テーマ

番号 
テーマ名 テーマ概要 研究開発のポイント 

1 
長期曝露モジ

ュールの詳細

調査 

長期曝露を経たモジュールの破壊分

析あるいは設置中モジュールの調査

を通じて、モジュール不良・不具合

の発生状況、発電性能の劣化状況を

解析する。 

・長期曝露モジュールの破壊試験を通じて

劣化・不良要因を部材レベルでミクロに

調査分析 
・メガソーラーに設置中モジュールの不

良・不具合事例の収集 

2 

テストモジュ

ールによる劣

化因子の明確

化 

劣化箇所が可視化可能なモジュール

や故意に劣化因子を含むテストモジ

ュールならびにセンシング技術を開

発し、モジュール性能劣化因子を明

確化する。 

・劣化箇所が可視化可能なテストモジュー

ル、劣化因子を含むテストモジュールの

開発 
・劣化状況を把握できるセンシング技術の

開発 
・劣化因子の評価を通じた、モジュール部

材ならびに構造に対する要求特性の明確

化 

3 
新規信頼性試

験法の開発 

コアテーマ 1、2 の成果も踏まえ、新

規信頼性試験法を開発する。 
・主要な劣化因子を複合化させた加速試験

法や高加速試験による試験時間の短縮

等、新規信頼性試験法の開発 
・新規信頼性試験装置の開発 
・開発成果の規格・標準への反映 

 
５．研究開発実施場所 
独立行政法人産業技術総合研究所九州センター（佐賀県鳥栖市宿町 807 番地 1 号） 
独立行政法人産業技術総合研究所つくばセンター（茨城県つくば市梅園 1 丁目 1 番 1 号） 
提案者内部の研究開発実施場所 
 
６．提案書の提出期限及び提出先 
提案書を「別添 1」の様式に従い 2 部（正 1 部、副 1 部）作成し、以下の提出期限までに郵送又は持参に

て御提出下さい。FAX または電子メールによる提出は受け付けません。 
（加えて、提案書の PDF ファイルを１部頂けると助かります。） 
1. 提出期限：平成 23 年 1 月 17 日（月）正午必着 
※応募状況等により、公募期間を延長する場合があります。公募期間を延長する場合は、産総研・太陽

光発電研究センターホームページ（http://unit.aist.go.jp/rcpv）にてお知らせ致します。 
2. 提出先：独立行政法人産業技術総合研究所 太陽光発電研究センター 太陽電池モジュール信頼性評価

連携研究体 宛 
〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町 807 番地 1 号 

※郵送の場合は封筒に『「コンソーシアム」に係る提案書在中』と朱書きのこと。 
※持参の場合は受付の指示に従うこと。 
※本コンソーシアムへの応募には、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）への登録は必要ありません。 
 
７．応募方法 
1. 提案書の作成 
・提案書の記載様式は別添 1 を御参照下さい。 
・提案書は日本語で作成して下さい。 
・提案書の提出部数は、印刷物 2 部（正 1 部、副 1 部）です。（加えて、提案書の PDF ファイルを 1 部頂
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けると助かります。） 
2. 提案書に添付する書類 
提案書には、次の資料又はこれに準ずるものを添付して下さい。 
・法人等の経歴書 1 部 
・民間企業の場合、最近の営業報告書（3 年分）1 部 
3. 提案書の受理等 
・応募資格を有しない者の提案書又は不備がある提案書は受理できません。 
・提出された提案書を受理した際には提案書類受理票を提案者にお渡しします。 
・提出された提案書等は返却しません。 
・提案書に不備があり、提出期限までに修正できない場合は、提案を無効とさせて頂きます。その場合

は書類を返却します。 
 
８．秘密の保持 
提案書は本コンソーシアムの実施者選定のためにのみ用い、産総研・太陽光発電研究センターで厳重に

管理します。さらに、取得した個人情報はコンソーシアムの実施体制の審査のみに利用し、それ以外の

目的で利用することはありません（法令等により提供を求められた場合を除きます）。 
 
９．審査について 
1. 審査の方法について 
産総研内の関係者により提出頂く提案書に基づき審査します。必要に応じて提案者からヒアリングを実

施することがあります。審査は非公開で行われ、審査の経過等、審査に関する問い合わせには応じられ

ませんのであらかじめ御了承ください。なお、平成 21 年 10 月 1 日から平成 23 年 3 月 31 日までの予定

で実施している「高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシアム」参加企業を優先して採択す

ることがあります。 
2. 審査基準 
i. 提案内容・研究計画は実現可能か（技術的可能性、計画、中間目標の妥当性等） 
ii. 提案者は本研究開発を遂行するための高い能力を有するか（関連分野の開発等の実績、実施体制、優

秀な研究者等の参加等） 
iii. 提案者が当該研究開発を行うことにより国民生活や経済社会への波及効果は期待できるか（企業の

場合、成果の実用化が見込まれるか） 
iv. A 会員については、提案内容がコアテーマ研究の課題解決に有効か 
v. B 会員については、提案内容が本コンソーシアムの目的、目標に合致しているか 
vi. B 会員については、提案された方法に新規性があり、技術的に優れているか 
vii. 総合評価 

3. 採択結果の公表等について 
採択された提案者名は産総研・太陽光発電研究センターのホームページ等で公開します。不採択となっ

た案件については、その旨を不採択となった理由とともに提案者へ通知します。 
4. 附帯条件 
採択に当たって附帯条件がある場合は、その旨を採択通知に明記することがあります。 
5. スケジュール 
平成 22 年 12 月 10 日（金）：公募開始 

12 月 16 日（木）：公募説明会（東京会場） 
12 月 17 日（金）：公募説明会（佐賀会場） 

平成 23 年 1 月 17 日（月）正午：公募締め切り 
2 月下旬（予定）：採択者公表 
3 月下旬（予定）：契約 
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１０．説明会の開催 
以下のとおり説明会を開催し、当該コンソーシアムの公募に係る内容、契約に係る手続き、提案書類等

を説明しますので、応募を予定される方は可能な限り出席してください。なお、説明会は日本語で行い

ます。 
1. 説明会の日時及び場所 
第 II 期高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシアム（仮称）説明会 
日時：東京会場 平成 22 年 12 月 16 日（木） 13 時 30 分～15 時 30 分 
   佐賀会場 平成 22 年 12 月 17 日（金） 13 時 30 分～15 時 30 分 

（佐賀会場では説明会開催後、15 時 30 分～17 時の時間帯に、説明会会場に隣接する産業技術総
合研究所九州センター内の太陽光発電関連実験設備を御案内致します。東京会場では説明会中
にスライドで実験設備を御覧頂きます。） 

場所： 
東京会場 学士会館（東京都千代田区神田錦町 3-28 Tel: 03-3292-5936） 
地下鉄都営三田線・新宿線、東京メトロ半蔵門線神保町駅下車 A9 出口から徒歩 1 分、 
東京メトロ東西線竹橋駅下車 3a 出口から徒歩 5 分 
会場へのアクセスは http://www.gakushikaikan.co.jp/info/access.html を御覧下さい。 

佐賀会場 鳥栖市中央公民館（佐賀県鳥栖市宿町 807-17 Tel: 0942-85-3645） 
JR 鹿児島本線鳥栖駅下車（山陽新幹線博多駅から特急約 20 分、普通約 40 分） 
西鉄バス 15 番にて文化会館前下車徒歩 1 分、 
西鉄バス 10、22、41、43 番にて西鉄鳥栖下車徒歩 5 分 
鳥栖駅よりタクシー5 分、徒歩約 20 分（約 1.5 km） 
会場へのアクセスは http://www.city.tosu.lg.jp/1390.htm を御覧下さい。 

2. 申込方法：いずれの会場も 12 月 13 日（月）までに、以下のフォームで pv_module@m.aist.go.jp まで電
子メールにてお送り下さい。 

―――――――――――――――参加申込書――――――――――――――― 
御芳名： 
御所属： 
部署： 
住所： 
電話番号： 
FAX 番号： 
電子メール： 
御出席の会場： 東京会場  佐賀会場 （いずれか一方を選択願います） 
佐賀会場に御出席頂ける場合： 実験設備御案内の参加有無 
――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
お送り頂く個人情報は適正に管理を行い、正当な理由なく第三者へ開示、譲渡及び貸与することは一切
ございません。 
本件に関するお問合せも電子メールで pv_module@m.aist.go.jp 宛にお願い致します。 
 
１１．問い合わせ先 
本コンソーシアムの内容及び契約に関する質問等は説明会で受け付けます。それ以降のお問い合わせは、

12 月 20 日（月）から 1 月 14 日（金）の間に限り電子メールまたは FAX にて受け付けます。ただし審査

の経過等に関するお問い合わせには応じられません。 
問い合わせ先 
独立行政法人産業技術総合研究所 太陽光発電研究センター 太陽電池モジュール信頼性評価連携研究体 
電子メール：pv_module@m.aist.go.jp 
FAX: 0942-81-3677 
 
添付資料 
提案書の様式（別添 1） 
提案書類受理票（別添 2） 
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提 案 書 の 様 式 

 

 

１．提案書は、次頁以下の記載例に従って記入して下さい。 
 
２．用紙はA4版を利用し、左上をダブルクリップで留めて下さい。 

（ホッチキス等で綴じたり、製本したりしないでください） 
 
３．提案書は、紙媒体2部（正1部、副1部）を提出して下さい。 

（加えて、提案書のPDFファイルを1部頂けると助かります。） 
 
４．提案書の下中央にページを記して下さい。 

別添 1 
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（記 載 例） 

 

[表 紙] 

 

「第II期高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシアム（仮称）」に対する提案書 

 

研究開発の名称（提案する研究開発の名称を御記入下さい。） 

 

                                                          平成○○年○○月○○日 

 

 

法人名               法人印 

 

代表者名              印（又はサイン） 

 

所在地                         （郵便番号○○○－○○○○） 

 

連絡先  所 属  
     役職名  
     氏 名  
     所在地                    （郵便番号○○○－○○○○） 
     電 話  
     FAX    
     電子メール  

別添 1 
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提案書本文 

 

１．研究開発の名称 

 

２．希望する会員区分 

A会員  ・  B会員  ・  C会員  （いずれかに○） 
A会員を選択した場合の希望コアテーマ番号  1  2  3  （1つ以上に○） 
A会員を選択した場合のB会員としての研究開発の有無  有  無  （いずれかに○） 

 

３．研究開発の内容（C会員を選択した場合はこの項目は記載不要です。） 

提案する研究開発の内容を具体的に記載して下さい。 
①研究開発の目標ならびに目標を達成するために解決すべき技術的問題とそれを解決する手法に

ついて、わかりやすく説明して下さい。契約終了時の最終目標（性能、定量的な検討件数等）

を具体的に記入して下さい。（「□□□□が可能なこと。」、「○○○○式であること。」、

「□□□□については○○以上であること。」、「○○個以上について□□する。」、その他、

可能な限り具体的かつ定量的な表現により記載してください。）。最終目標（性能、定量的な

特性等）については、その設定理由も簡潔に説明して下さい。 
②A会員を選択した場合は、希望するコアテーマの解決に沿った内容で記載して下さい。 
③B会員を選択した場合は、モジュール試作評価計画案（内容、数量）についても記載して下さい。 
④必要に応じて図表等を添付して下さい。 
⑤記載する分量に制限はありません。 

 

４．研究開発実施場所（C会員を選択した場合はこの項目は記載不要です。） 

産総研以外に、提案者内部の研究開発実施場所があれば記載してください。 

（一部本邦外で実施する場合、その理由を記述して下さい。） 

 

５．当該提案に有用な研究開発実績（C会員を選択した場合はこの項目は記載不要です。） 

研究開発テーマに沿って、提案する方式又は方法に関する国内外の状況、その中での提案者の本研

究開発もしくは本研究開発の円滑な遂行に資する関連研究開発の実績及びその位置づけ等を、研究

発表等を引用して記載し、提案内容を遂行できる能力を有していることを説明して下さい。 
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提案書類受理票（産総研 控） 
 
提案書類受理番号           
 

「第 II 期高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシアム（仮称）」に対する提案書 
 
研究開発の名称「        」 
 

平成  年  月  日 
提案者名：  
 
受領書類： 

□提出書類   □紙媒体    2 部 （正 1 部、副 1 部） 
□電子ファイル(PDF)   1 部 

 
□提出書類内訳    □提案書 2 部（正 1 部、副 1 部） 

□法人等の経歴書 １部 
□民間企業の場合、最近の営業報告書（3 年分） 1 部 

 
 
 

-----------切り取り-----------         -----------切り取り----------- 
 
 
提案書類受理票（提案者控） 
 
提案書類受理番号         
 

「第 II 期高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシアム（仮称）」に対する提案書 
 
研究開発の名称「        」 
 

平成   年   月   日 
 
提案者名： 
 担当者名：

 
                殿 

            貴殿から提出された提案書類を受理いたしました。 
 
                                        独立行政法人産業技術総合研究所 
                          太陽光発電研究センター         ㊞ 
 

 

割  印 

別添 2 
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第 II期高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシアム運営規程  
 

本規程は、独立行政法人産業技術総合研究所（以下「産総研」という。）太陽光発電
工学研究センター（以下「産総研太陽光センター」という。）と高信頼性太陽電池モジュ
ールの開発および評価に関して共同研究を実施する別表１に示す機関（以下総称して
「本コンソーシアム参加機関」という。）で構成される第 II期高信頼性太陽電池モジュール
開発・評価コンソーシアム(以下「本コンソーシアム」という。)の運営等に関して定めるもの
とする。 
 

運営規程制定  平成２３年４月１日  
改正  平成２５年２月８日  

 
 
（本コンソーシアムの設置） 
第１条  産総研太陽光センターに、本コンソーシアムを設置する。  
 
（本コンソーシアムの目的） 
第２条  本コンソーシアムは、高信頼性太陽電池モジュールの開発および評価に関する

革新的な研究開発を推進し、研究成果を迅速に産業界に移転または普及させるとと
もに、その成果の国際規格標準化に取り組む。また、研究開発活動を通じて高度に
国際的かつ専門的職業能力を持つ人材を育成する。 

 
（本コンソーシアムの会員区分）  
第３条  本コンソーシアム参加機関の会員区分はＡ会員（特別）、Ａ会員（一般）、Ｂ会員、

Ｃ会員とする。A会員のうち、モジュールメーカー、大学、公的研究機関等をA会員
（特別）とし、モジュールメーカー以外の民間企業をA会員（一般）とする。A会員は別
途定めるコアテーマに従事するとともに、技術交流会に参加できる。B会員は産総研
太陽光センターでモジュール試作・評価に従事するとともに、技術交流会に参加でき
る。C会員は技術交流会に参加できる。 

 
（共同研究契約および本コンソーシアム参加機関の取扱い） 
第４条  本コンソーシアム参加機関のうち、Ａ会員（一般）およびＢ会員は、太陽光発電

技術研究組合の組合員でなければならない。  
２  本コンソーシアム参加機関のうちＡ会員（特別）、Ａ会員（一般）およびＢ会員は、本
コンソーシアムに関し、別途産総研と本コンソーシアム参加機関間で、それぞれの会
員の区分毎に同一内容の共同研究契約（以下「共同研究契約」という。）を締結しな
ければならない。ただし、Ａ会員（特別）のうち、産総研の規程で人頭経費が発生しな
い会員については、当該人頭経費に関する条項を削除した契約を締結するものとす
る。また、A会員（特別）のうち、産総研が組合員として参加している技術研究組合と
は覚書を締結することで、共同研究契約の締結に代えるものとする。A会員（特別）お
よびA会員（一般）の共同研究期間は３年間、B会員およびC会員の共同研究期間
は１年間とするが、共同研究期間の短縮、延長等については共同研究契約の定めに
よるものとする。なお、当該共同研究契約に基づき、本コンソーシアム参加機関のうち
Ａ会員（一般）およびＢ会員は、産総研に少なくとも1名の参加研究員を派遣するもの
とする。 

３  A会員（一般）の基本会費は年度あたり２００万円、B会員の基本会費は年度あたり３
００万円、C会員の基本会費は年度あたり５０万円とする。B会員には基本会費の他に
モジュール試作の数量や試作・評価装置の占有時間等に応じた従量制料金が課さ
れる。A会員（特別）の基本会費は無料とするが、A会員（特別）およびA会員（一般）
はB会員を兼務することができ、その場合のB会員としての基本会費は年度あたり１００
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万円とする。C会員のうち、大学、公的研究機関等の基本会費は無料とする。各会
員は基本会費および従量制料金を共同研究費として産総研に支払うものとし、支払
いの方法および時期については共同研究契約等の定めによるものとする。 

４  本コンソーシアム参加機関は産総研に対し、産総研が他の本コンソーシアム参加機
関と締結した当該共同研究契約の契約書の開示、閲覧を求めることができる。また、
産総研が本運営規程第１５条に定める協力機関と締結した本コンソーシアムに関す
る秘密保持契約等の開示、閲覧を求めることができ、産総研は当該契約書の写しを
もってこれに応じるものとする。 

５  共同研究契約の内容を変更する必要が生じた場合、産総研と本コンソーシアム参
加機関は協議するものとし、第６条に規定する運営委員会の議決に従い、産総研と
本コンソーシアム参加機関は会員の区分毎に同一の共同研究契約を締結するものと
する。 

６  産総研と本コンソーシアム参加機関は、本コンソーシアムからの脱退もしくは本コンソ
ーシアムへの新規参加を希望する機関等がある場合、それらを第８条に規定する運
営委員会委員長に通知するものとし、当該通知を受けた運営委員会委員長は、第１
２条第６項に規定する臨時運営委員会を開催することとする。なお、Ａ会員（一般）の
途中参加は原則として認めない。 

７  新たな機関等の参加の可否については、第１２条第５項に定める特に重要と判断し
た事案に関する議事の規定に基づき、前項の臨時運営委員会において議決するも
のとする。また、脱退については、脱退希望日の６０日前までに運営委員会委員長に
申し出るものとし、脱退を希望する者は前項の臨時運営委員会において報告し、運
営委員会はそれを承認するものとする。 

 
（本コンソーシアムの構成員） 
第５条  本コンソーシアムは、産総研および別表１に記載された本コンソーシアム参加機

関（以下総称して「構成員」という。）および第１５条に定める協力機関からなる。  
２  本コンソーシアムの長は、産総研太陽光センターの長とする。 
３  構成員は共同研究契約および本運営規程を順守し、協力して共同研究を推進し
なければならない。  

４  産総研および本コンソーシアム参加機関が、共同研究契約の別表２記載の本コン
ソーシアムの参加研究員等の追加、変更をしようとするときは、共同研究契約条項の
規定に従い、第１０条に規定する運営委員会事務局に通知するものとし、通知を受
けた運営委員会事務局は、その内容を産総研および本コンソーシアム参加機関に対
して通知するものとする。 

 
（コンソーシアム運営委員会） 
第６条  本コンソーシアムに、コンソーシアムの運営を円滑に行うために必要な事項を審

議するため、本コンソーシアムの運営委員会 (以下「運営委員会」という。 )を設置す
る。 

 
第７条  運営委員会は、次の各号に掲げる運営委員をもって組織する。  

一  産総研太陽光センターの長。 
二  産総研太陽光センターの顧問、常勤職員、契約職員のうち産総研太陽光セン

ターの長が必要と認めた者。ただし、次号に定める本コンソーシアム参加機関が
指名した運営委員の合計人数を超えないものとする。 

三  本コンソーシアム参加機関が指名する者各１名（以下「参加機関委員」とい
う。）。  

四  産総研および本コンソーシアム参加機関のいずれにも所属しない外部有識者で
運営委員会が承認した者若干名。  

五  その他運営委員会が必要と認めた者若干名。  

440—　　 —



２  産総研は前項第四号および第五号の規定により選任された運営委員に対して運
営委員会の運営および議事内容に関する秘密保持の義務を課すこととする。 
 

 
第８条  運営委員会の委員長（以下「運営委員会委員長」という。）は、本コンソーシアム

の長をもって充てる。  
２  運営委員会委員長は、会務を総理する。  
３  運営委員会委員長に事故があるときは、運営委員会委員長があらかじめ指名する
運営委員が、その職務を代行する。  

４  運営委員会委員長は若干名の運営委員会幹事を任命する。運営委員会幹事は
運営委員の中から選出され、本コンソーシアムで生じた課題等について運営委員会
幹事会での議論を通じて解決策を提案するとともに、運営委員会の運営に関し委員
長を補佐する。ただし、運営委員会幹事会には、本コンソーシアムの運営に関する決
定権はない。  

 
第９条  運営委員のうち参加機関委員の任期は、その者が所属する機関と産総研の共

同研究契約期間と平成２６年３月３１日までのうち短い方とする。参加機関以外の運
営委員の任期は平成２６年３月３１日までとする。ただし、前任者の任期途中に交代
で選出された運営委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２  運営委員の選出において、再任を妨げない。 
 
第１０条  産総研太陽光センターに、運営委員会事務局を設置するものとし、当該事務

局は運営委員会委員長から指名された運営委員若干名で構成されるものとする。 
 
（審議事項）  
第１１条  運営委員会は以下の事項を審議し、決定する。 

一  本コンソーシアムの解散に関する事項。 
二  本コンソーシアム参加機関の本コンソーシアムからの脱退、新規機関の本コンソ

ーシアムへの中途参加に関する事項。 
三  共同研究契約条項第１条第９項（C会員は除く。）に定める関係会社に関する事

項。  
四  協力機関の追加、変更に関する事項。 
五  協力機関に関する事項。（産総研が協力機関との間で締結する共同研究契約

または秘密保持契約の内容を含む。）  
六  共同研究契約条項第３条に定める協力機関への業務の委託に関する事項。 
七  第１３条、第１４条に定める技術諮問委員会、発明審査委員会に関する事項。 
八  コンソーシアム内におけるサブグループの編成に関する事項。 
九  共同研究契約条項の内容確認および変更に関する事項。 
十  本運営規程の改正に関する事項。 
十一  その他運営委員会委員長が必要と認めた事項。 

２  前項第二号に定める本コンソーシアム参加機関の本コンソーシアムからの脱退に関
しては、以下の各号により発議されるものとする。 
一  自ら脱退を申し出た場合。  
二  本運営規程、運営委員会の決定事項、または、共同研究契約に違反があり、か

つ、違反行為解消の催告後３０日以上経過後も違反状態が継続している場合。 
 
（運営委員会の開催）  
第１２条  運営委員会委員長は１２カ月に１回以上の頻度で運営委員会を開催する。  
２  運営委員会委員長は、開催日時と開催場所を定め、開催日の１５日前までに、議
題および開催場所と共に各運営委員に連絡するものとする。 
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３  参加機関委員が運営委員会に出席できない時は運営委員会委員長に委任状を
提出するか、運営委員会委員長の許可を得て当該参加機関委員が指名する者が
代理出席することができる。当該代理出席者は、当該参加機関に所属する者とし、
運営委員会での議決権を認める。 

４  運営委員会委員長ならびに代理出席者を含む運営委員の過半数の出席および
委任状を含めた参加機関委員の４分の３以上の参加がなければ、運営委員会を開
き、議決をすることができない。 

５  運営委員会の議事は、運営委員会委員長を除く委任状を含めた運営委員もしく
は代理出席者の過半数の同意をもって決する。採決の結果が同数であった場合は、
運営委員会委員長の決するところによる。なお、運営委員会委員長が特に重要と判
断した事案または委任状を含めた運営委員もしくは代理出席者の過半数が特に重
要と判断した事案ならびに前条第１項第九号および第十号に規定する事案について
は、運営委員会委員長を除く委任状を含めた運営委員もしくは代理出席者の３分の
２以上の同意をもって決する。 

６  運営委員会委員長が必要と認めた場合、または、１名以上の運営委員が議題と共
に運営委員会委員長に開催を要請した場合、運営委員会委員長は臨時運営委員
会を開催する。  

７  運営委員会委員長は、前項の運営委員からの要請を受けた場合、その要請を受
けた日から起算して２週間以内に臨時運営委員会を開催するものとする。 

８  臨時運営委員会の開催にあたっては、本条第２項の規定にかかわらず、運営委員
会委員長は、開催日時と開催場所を定め、開催日の７日前までに、議題及び開催
場所と共に各運営委員に連絡するものとする。 

９  臨時運営委員会の開催にあたっては、本条第４項の規定にかかわらず、臨時運営
委員会の開催通知の翌日から７日後以降を締切としてFAXまたは電子メールによる
投票で議決をとることができる。その場合、参加機関委員の４分の３以上からの投票
がなければ、議決をとることができない。当該議決をとることができない場合は、さらに７
日間を限度として締切を延長することができる。締切を延長したにも関わらず、参加機
関委員の４分の３以上からの投票がない場合には、未投票の参加機関委員は運営
委員会委員長に議決権を委任したものと見なす。 

１０  運営委員会委員長が必要と認める場合は、運営委員会委員長は事前に本運営
規程における秘密保持義務と同等の責を課して、運営委員以外の者を運営委員会
に出席させることができる。ただし運営委員以外の者には議決権はないものとする。 

 
（技術諮問委員会）  
第１３条  運営委員会の下に全体的な技術の方向性を見きわめながら適切な開発推進

体制を維持するため技術諮問委員会を設置する。 
２  技術諮問委員会には委員長（以下「技術諮問委員長」という。）および副委員長を
おく。技術諮問委員の数およびメンバー、技術諮問委員長は運営委員会で決定す
る。 

３  技術諮問委員は運営委員が兼務することができる。また、運営委員会は事前に本
運営規程における秘密保持義務と同等の責を課して、適宜本コンソーシアムの外部
から技術諮問委員を加えることができる。 

４  技術諮問委員会は、技術の方向性および開発推進体制等の研究開発に関わる
重要事項に関する情報を得るために、コンソーシアム内で開催される各種研究会に
出席できる。 

５  技術諮問委員会は、技術の方向性および開発推進体制等の研究開発に関わる
重要事項を討議し、必要に応じて運営委員会へ報告する。 

６  技術諮問委員会は、運営委員会の要求に応じて共同研究契約に規定された以下
の事項を審議し、その結果を運営委員会に報告する。 
一  ノウハウの指定に関する事項（共同研究契約条項第１条第１項、第１７条、いず
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れもC会員は除く。） 
二  秘密情報・成果等の提供または開示に関する事項（共同研究契約条項第１１

条、C会員にあっては第１０条） 
三  成果等の発表に関する事項（共同研究契約条項第１２条、C会員にあっては第

１１条） 
四  研究成果報告および本コンソーシアムでの当該研究成果報告の共有に関する

事項（共同研究契約条項第１３条、C会員にあっては第１１条） 
五  本コンソーシアムの構成員間または第三者に対する、構成員が単独または共有

する本知的財産権の実施許諾に関する事項（共同研究契約条項第１８条、第１
９条、第２２条、いずれもC会員は除く。） 

六  その他の研究開発および技術成果の取扱いに関する事項  
 
（発明審査委員会）  
第１４条  発明審査委員会は、運営委員会委員長により選任された委員長（以下「発明

審査委員会委員長」という。）および発明審査委員２名により構成されるものとする。
なお、発明審査委員会委員長および発明審査委員は、発明等の当事者との利害
関係を考慮して選任されるものとする。 

２  本コンソーシアムの研究活動から創製された発明等（以下「発明等」といい、特許権
の対象となるものについては発明、実用新案権の対象となるものについては考案、意
匠権、商標権、回路配置利用権およびプログラム等の著作権の対象となるものにつ
いては創作、育成者権の対象となるものについては育成ならびにノウハウを使用する
権利の対象となるものについては案出を指すものとする）の取扱に関し、発明当事者
からの要請があり発明審査委員会委員長が必要と認めた場合、または運営委員会
委員長が必要と認めた場合、発明審査委員会を招集する。  

３  発明審査委員会は、共同研究契約書の別紙３（C会員は除く。）を参考に出願の
要否を、共同研究契約書の別紙４（C会員は除く。）を参考に持分を決定し、関係当
事者に対し当該決定された事項を通知する。 

４  発明審査委員会は、審査に際し、発明当事者の意見を聴取し、さらに必要に応じ
て本コンソーシアム外の有識者の参加および意見を求めることができる。 

５  発明審査委員会への出席者が本コンシーアムの構成員または協力機関の参加研
究員等でない場合、産総研は当該出席者に対して事前に本運営規程における秘密
保持義務と同等の責を課すものとする。 

 
（協力機関） 

第１５条 産総研と本コンソーシアム参加機関は、別表２に名称、所在地と役割を示す団体を協力

機関として、本コンソーシアムでの研究の進展を図るために、必要に応じて本コンソーシアムでの

研究の一部を委託するものとする。 

２ 協力機関の追加、変更は運営委員会の審議を経るものとし、産総研は当該協力機関に対

して事前に本運営規程における秘密保持義務と同等の責を課すものとする。 

 

（技術交流会） 

第１６条 本コンソーシアムの構成員、協力機関間での技術的な交流を目的に、運営委員会事務局は

年度あたり４回の頻度で技術交流会を開催する。技術交流会には技術諮問委員も出席できる。 

 
（本コンソーシアムの実施における秘密情報の取扱い） 
第１７条  構成員および協力機関は、次の各号（以下「秘密情報・成果等」という。）を秘密

情報として扱い、提供または開示した当事者（以下「開示当事者」という。）の書面に
よる事前の同意なしに、それらを本コンソーシアムの目的外に使用せず、かつ、それら
を第三者に提供、開示または漏洩しないものとする。なお、本コンソーシアムで得られ
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た成果を、Ｂ会員が独自に行う太陽電池モジュール部材の開発に適用する行為は、
当該目的外の使用とはみなさない。  
一  本コンソーシアムの実施に関して開示当事者（当該開示当事者の参加研究員

等を含む。以下、本条について同じ。）から提供または開示された、技術情報・資
料等および営業上の情報であって、提供または開示の際に当該開示当事者より
秘密である旨の表示がなされ、または口頭もしくは視覚的情報で開示されかつ開
示に際し秘密である旨明示され開示後１５日以内に書面で当該開示を受けた当
事者（以下「受領当事者」という。）に対して通知されたもの（以下「秘密情報」とい
う。）。  

二  共同研究契約条項第１４条第１項（C会員にあっては第１１条）所定の本コンソーシア
ムの実施に係る研究成果。 

三  本コンソーシアムの実施において創製された、前号の成果以外の技術情報・資
料等であって、創製後速やかに、当該創製に係る当事者が合意により秘密として
指定したもの。 

２  前項にもかかわらず、当該秘密情報・成果等が次の各号のいずれかに該当する場
合は、秘密情報・成果等から除外し、秘密保持義務は免除される。  
一  開示当事者からの知得時に既に公知の情報または開示当事者から知得後に自

己の責に帰すべき事由によることなく公知となった情報であるもの。 
二  開示当事者以外の者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報であ

るもの。 
三  開示当事者から当該情報を知得した時点で既に保有していた情報であるもの。 
四  開示当事者から知り得た情報によらないで独自に開発したことが書面により立証

できるもの。 
五  本コンソーシアムの実施に係る研究成果のうち、出願等が完了した成果で、その

出願が公開になったものおよび学会発表等で公知となったもの。 
３  本条第１項に規定する秘密情報のうち、法令または裁判所の命令により開示を義務

づけられるものは、秘密情報・成果等として開示する。 
 
（研究成果発表の取扱い） 
第１８条  本コンソーシアムにおけるノウハウを除く研究成果の発表においては、当該研究

成果等にかかる出願等が完了した後に発表できるものとする。なお、当該発表に際し
ては、原則として当該研究成果等の共有者に事前の了解を得るものとするが、当該共
有者は、当該発表により特段の不利益を被らない限りは、当該発表に同意するものとする。また、
発表を行おうとする構成員は、当該発表に際して、当該共有者の不利益とならないように配慮す
る。 

２  前項の発表においては、本コンソーシアムの研究成果である旨を必ず明示すること
とする。また発表を行う媒体や題目、概要等を、運営委員会事務局に対し事前に通
知することとし、運営委員会事務局は運営委員会においてその通知内容を報告する
こととする。 

 
（出願等の取扱い） 
第１９条 産総研と本コンソーシアム参加機関は、本コンソーシアムの成果に係る出願等を行うとき

は、その内容を事前に別途定める書面により運営委員会事務局に通知するものとする。な
お、事前に通知することが困難な場合は、出願日を起点として１０日以内に書面によ
り通知するものとする。 

 
（運営委員会事務局への通知等） 
第２０条 産総研と本コンソーシアム参加機関は、共同研究契約に規定された下記事項につき、速

やかに書面により運営委員会事務局に通知するものとする。 
一  第５条第４項に定める参加研究員等の追加・変更。  

444—　　 —



二 本コンソーシアムの成果のうち、単独または共同の発明等に関する本知的財産権の権利を有
さない本コンソーシアム参加機関または共同研究契約条項第１条第９項（C会員は除
く。）に定める本コンソーシアム参加機関が指定する関係会社への通常実施権の許諾。 

三 本コンソーシアムの成果または共同研究の過程で創製された技術情報・資料等の外部への
発表。 

四 本コンソーシアム参加機関または共同研究契約条項第１条第９項（C会員は除く。）に
定める本コンソーシアム参加機関が指定する関係会社以外の第三者に対する、共同研究
契約条項第２１条もしくは第２２条に規定する共有の本知的財産権の譲渡または通常実施権
の許諾。 

２ 前項第二号および第四号で規定された本コンソーシアムの成果にかかる通常実施権を許諾した
場合、許諾した者は運営委員会事務局に対し速やかに通知することとし、運営委員会
事務局は運営委員会において報告することとする。 

３ 運営委員会委員長は上記通知に関して運営委員会または臨時運営委員会の開催の要否を判
断し必要な会議を招集するか、もしくは技術諮問委員会にその当否を諮問することができる。 

４ 運営委員は上記通知内容に関し、運営委員会委員長に運営委員会または臨時運営委員会を
開催、もしくは技術諮問委員会へその当否の諮問を求めることができる。 

５ 産総研と本コンソーシアム参加機関は、単独または共同の発明等に関する本知的財産権につい
て、当該権利を有さない本コンソーシアム参加機関または共同研究契約条項第１条第９項（C会
員は除く。）に定める本コンソーシアム参加機関が指定する関係会社に対して譲渡する場合に
は、速やかに書面により運営委員会事務局に通知することとし、運営委員会事務局は運営委員会
において報告することとする。また当該譲渡を行う機関は、当該本知的財産権に係る権利者として
負う共同研究契約および本運営規程に定める義務を、当該譲渡を受ける機関に履行させるものと
する。 

 

（研究成果の報告） 
第２１条 産総研と本コンソーシアム参加機関は共同研究契約条項第１２条もしくは第１３条（いず

れもC会員にあっては第１１条）の規定に従い、自らの参加研究員にその研究成果の概要を
報告書としてとりまとめさせなければならない。 

２ 技術諮問委員会は、必要に応じて本コンソーシアムとしての全体成果報告書の取りまとめの方法
を決定し、そのスケジュールとともに参加研究員に作成を指示することができる。 

３ 技術諮問委員会は、本コンソーシアムとしての全体成果報告書を作成する場合は、それを運営
委員会に提出し、承認を得なければならない。 

４ 産総研と本コンソーシアム参加機関が作成した研究成果の概要、技術諮問員会が作成した
全体成果報告書の公表に関しては、技術諮問委員会が検討し運営委員会が承認した方法に従う
ものとする。 

 
（本コンソーシアムの脱退・途中参加構成員に対する本コンソーシアムにおける研究成果
の許諾） 
第２２条  第４条第６項の規定に基づき、運営委員会委員長に対して本コンソーシアムの

脱退通知を行った本コンソーシアム参加機関に対し、当該脱退通知を提出した日以
降に出願等がなされた本コンソーシアムの成果のうち、発明等に係る本知的財産権
の非独占的な実施許諾を希望する場合、共同研究契約条項第１９条（C会員は除
く。）および本運営規程に基づく取扱いの対象とならないものとし、当該実施許諾の
取扱いに関しては当事者間の協議により定められるものとする。 

２ 新規に本コンソーシアムへ中途参加した当事者に対し、運営委員会の審議により本コンソーシア
ムへの参加が決定された日以降に出願等がなされた本コンソーシアムの成果のうち、発明等に係
る本知的財産権の非独占的な実施許諾を希望する場合、共同研究契約条項第１９条（C会員は
除く。）および本運営規程に基づき取扱いがなされるものとする。 

 
（利害の対立） 
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第２３条  本コンソーシアムを構成する産総研、本コンソーシアム参加機関および協力機
関は相互の利害の対立について運営委員会に申し立てることができる。 

 
（適用期間）  
第２４条  産総研、本コンソーシアム参加機関および協力機関は、本コンソーシアムに参

加している期間ならびに本コンソーシアムから脱退もしくは本コンソーシアム解散後２
年間は本規程を順守しなければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、共同研究契約条項第３５条第２項（C会員にあっては第
１８条第２項）に定めがある事項については当該条項の規定によるものとする。 

 
(雑則 )  
第２５条  本運営規程に定めるもののほか、本コンソーシアムの組織及び運営に関し必要

な事項は、運営委員会の審議を経て決定する。  
 
第２６条  産総研と複数の本コンソーシアム参加機関が、または複数の本コンソーシアム

参加機関が共同で出願する場合の取扱いは、共同研究契約の関連規定に準じて
行うものとし、その詳細は都度関係者で別途協議するものとする。 

 
第２７条  共同研究契約および本運営規程の解釈に疑義が生じた場合、共同研究契約

の規定が優先するものとする。 
 
第２８条  共同研究契約の締結日以降は、本コンソーシアムの名称、構成員、協力機関、

共同研究の期間、共同研究契約頭書１．（２）に定める本共同研究の目的、共同研
究契約頭書１．（３）に定める本共同研究の内容および目標については、構成員また
は協力機関は一切の事前通知なく自由に公表できるものとする。 

 
第２９条  運営委員の過半数から本運営規程改正の請求があった場合、運営委員会に

おいて本運営規程の改正案を審議し、第１２条第５項に定める特に重要と判断した
事案に関する議事の規定に基づき改正できるものとする。 

 
（以下余白）  
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別表 1～2 には本店もしくはそれに準ずるものの住所を記載する。 

別表１  本コンソーシアムで産総研太陽光センターと共同研究を実施する機関（本運営規程

頭書関連）  

 

Ａ会員（特別）  

機関の名称 本店の所在地 期間 

   

 

 

Ａ会員（一般）  

機関の名称 本店の所在地 期間 

   

Ｂ会員  

機関の名称 本店の所在地 期間 

   

 

Ｃ会員  

機関の名称 本店の所在地 期間 

   

 

 

別表２ 協力機関（本運営規程第１５条関連） 

 

協力機関の名称 本店等の所在地 役割 期間 
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